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美浜発電所美浜発電所美浜発電所美浜発電所３３３３号機事故号機事故号機事故号機事故    再発防止対策再発防止対策再発防止対策再発防止対策についてについてについてについて    

    

１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに    

 当社は、平成１６年８月９日、美浜発電所３号機において２次系配管の破損事

故を発生させ、この事故により、５名もの方が尊いお命を亡くされ、６名の方が

重傷を負われました。被災された方、ご遺族、ご家族の皆さまに、改めて深くお

詫びを申し上げます。また、協力会社の皆さまや、福井県、美浜町、各市町村、

隣接の府県の皆さま、さらには、国をはじめ各方面の皆さまに大変なご迷惑をお

かけするとともに、広く国民の皆さまにご不安を与え、ご心配をおかけしたこと

を、改めて深くお詫び申し上げます。 

  当社は平成１７年３月２５日に「美浜発電所３号機事故再発防止に係る行動計

画」を発表し、「安全を守る。それは私の使命、我が社の使命」との社長宣言の

もと、全社一丸となって再発防止対策の実施に取り組んでまいりました。 

 これらの実施状況については、平成１８年２月６日および３月２４日に社長に

よるレビューを行ない、また、平成１８年４月１８日には第４回原子力保全改革

検証委員会を開催し検証いたしました。 

  再発防止対策は今後とも継続的に改善を図りつつ取り組んでまいりますが、   

これまでの実施状況等について、以下の通りとりまとめましたので報告いたしま

す。 

 

２２２２．．．．再発防止対策実施再発防止対策実施再発防止対策実施再発防止対策実施のののの状況状況状況状況とととと評価評価評価評価 

（（（（１１１１））））    実施体制実施体制実施体制実施体制 

（（（（No.29 No.29 No.29 No.29 原子力保全改革委員会原子力保全改革委員会原子力保全改革委員会原子力保全改革委員会、、、、原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会））））    

 再発防止対策については、社長の指揮の下、原子力事業本部以外の委員を主

体とした関連各部門からなる原子力保全改革委員会を、また、この実施状況を

独立的立場から客観的かつ総合的に評価するために、社外委員を主体とした原

子力保全改革検証委員会を設置し、継続的な改善を図る体制を構築し、着実に

実施してまいりました。さらに、社長による定期的なレビューも実施しており、

これらの実施体制が有効に機能しているものと評価しております。 

 

（（（（２２２２））））    再発防止対策実施状況再発防止対策実施状況再発防止対策実施状況再発防止対策実施状況 

  「安全を守る。それは私の使命、我が社の使命」という社長宣言の               

もと、「行動計画」に基づく再発防止対策に取り組んでまいりました。そうした

中、発生した配管刻印問題、さらには平成１７年度上期に多発したトラブルも

踏まえ、再発防止対策の内容を改善しながら、再発防止対策を着実に実施して

きております。 

  以下に再発防止対策の実施状況、評価および今後の取組みについて報告いたし

ます。    

資料Ｎｏ．１－１ 

平成 18年 5月 11日 

関西電力株式会社 



 2 

    

    ①①①①    安全安全安全安全をををを何何何何よりもよりもよりもよりも優先優先優先優先しますしますしますします    

        ａ．ａ．ａ．ａ．経営層経営層経営層経営層とととと現場現場現場現場のののの安全意識安全意識安全意識安全意識のののの共有共有共有共有    

（（（（No.1 No.1 No.1 No.1 経営計画経営計画経営計画経営計画におけるにおけるにおけるにおける「「「「安全最優先安全最優先安全最優先安全最優先」」」」のののの明確化明確化明確化明確化、、、、No.2 No.2 No.2 No.2 経営層経営層経営層経営層によるによるによるによる現場第一線現場第一線現場第一線現場第一線へのへのへのへの経経経経

営計画営計画営計画営計画のののの浸透浸透浸透浸透、、、、No.3 No.3 No.3 No.3 原子力事業本部運営計画原子力事業本部運営計画原子力事業本部運営計画原子力事業本部運営計画策定策定策定策定についてのについてのについてのについての対話対話対話対話、、、、No.4 No.4 No.4 No.4 「「「「安全安全安全安全のののの誓誓誓誓いいいい」」」」

のののの石碑建立石碑建立石碑建立石碑建立・・・・８８８８月月月月９９９９日日日日「「「「安全安全安全安全のののの誓誓誓誓いいいい」」」」のののの日設定日設定日設定日設定、Ｎｏ、Ｎｏ、Ｎｏ、Ｎｏ....２６２６２６２６    原子力事業本部運営原子力事業本部運営原子力事業本部運営原子力事業本部運営にににに係係係係るるるる

社内諸制度社内諸制度社内諸制度社内諸制度のののの見直見直見直見直しししし））））    

                        従来は経営層が安全最優先の思いを現場に十分浸透させることができてい

なかったことから、経営層と現場第一線職場との膝詰め対話を精力的に実施

してまいりました。対話では安全文化はもとより、要員不足や人事評価など

に関しても率直な意見が多く、それらに対して、本店各部門で構成するワー

キンググループで検討し、順次社内制度等の改善を図っております。     

 この膝詰め対話での現場第一線の活発な議論からも、安全最優先の価値観

が経営層と現場の間で確実に共有されつつあると評価しております。今後と

もマンネリ化、形骸化の防止に配慮しながら、対話活動を継続してまいりま

す。 

 

ｂ．ｂ．ｂ．ｂ．労働安全対策労働安全対策労働安全対策労働安全対策のののの充実充実充実充実    

（（（（No.5 No.5 No.5 No.5 運転中運転中運転中運転中プラントプラントプラントプラント立入制限立入制限立入制限立入制限とととと定検前準備作業定検前準備作業定検前準備作業定検前準備作業のありのありのありのあり方方方方のののの検討検討検討検討、、、、No.6 No.6 No.6 No.6 労働労働労働労働安全衛生安全衛生安全衛生安全衛生

マネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステムのののの美浜発電所美浜発電所美浜発電所美浜発電所へのへのへのへの導入導入導入導入、、、、水平展開水平展開水平展開水平展開、、、、No.7 No.7 No.7 No.7 救急法救急員等救急法救急員等救急法救急員等救急法救急員等のののの養成養成養成養成））））    

                労働災害防止の取組みが不十分であったことを反省し、労働安全衛生マネ

ジメントシステムを導入しております。具体的には、設備のリスク低減策と

して補助蒸気配管のステンレス化などの改善、作業のリスク低減策として過

去の労働災害事例およびその対策の周知、作業の手順から分析したリスク評

価に基づく設備改善など、協力会社と一体となった労働災害防止を推進して

おります。 

  これらにより、作業員や協力会社の皆さまの安全、安心を確保する活動が

継続的に進んでいるものと評価しており、今後とも本システムを定着させ、

労働災害防止に努めてまいります。 

 

②②②②        安全安全安全安全のためにのためにのためにのために積極的積極的積極的積極的にににに資源資源資源資源をををを投入投入投入投入しますしますしますします    

        ａ．ａ．ａ．ａ．発電所発電所発電所発電所のののの体制強化体制強化体制強化体制強化    

（（（（No.8 No.8 No.8 No.8 発電所支援発電所支援発電所支援発電所支援のののの強化強化強化強化とととと保守管理要員保守管理要員保守管理要員保守管理要員のののの増強増強増強増強およびおよびおよびおよび実施後実施後実施後実施後のののの評価評価評価評価、、、、No.9 No.9 No.9 No.9 技術技術技術技術アドバイアドバイアドバイアドバイ

ザーザーザーザーのののの各発電所各発電所各発電所各発電所へのへのへのへの配置配置配置配置、、、、No.10 No.10 No.10 No.10 情報管理専任者情報管理専任者情報管理専任者情報管理専任者のののの各発電所各発電所各発電所各発電所へのへのへのへの配置配置配置配置））））    

 発電所の保守管理体制強化と原子力事業本部による発電所支援のため、約

１００名の要員の投入、技術アドバイザー配置､情報管理専任者配置などの体

制強化を行いました。 

これにより､業務の品質が向上するとともに､残業時間も低減し、繁忙感解

消にも寄与していることから、保守管理を確実に実施できる体制になってき

ているものと評価しております。 
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今後も要員増強、組織改正のフォローを継続し、発電所支援について、継

続的に改善を図ってまいります。 

 

                ｂ．ｂ．ｂ．ｂ．投資投資投資投資のののの充実充実充実充実    

（（（（No.11 No.11 No.11 No.11 設備信頼性設備信頼性設備信頼性設備信頼性、、、、労働安全労働安全労働安全労働安全のののの観点観点観点観点からのからのからのからの投資投資投資投資のののの充実充実充実充実、、、、No.12 No.12 No.12 No.12 長期工事計画長期工事計画長期工事計画長期工事計画のののの見直見直見直見直しししし、、、、

継続的継続的継続的継続的なななな計画計画計画計画のののの更新更新更新更新、、、、フォローフォローフォローフォロー、、、、No.13 No.13 No.13 No.13 積極的積極的積極的積極的なななな投資投資投資投資にににに係係係係るるるる予算制度予算制度予算制度予算制度のののの改善等改善等改善等改善等のののの仕組仕組仕組仕組みみみみ

のののの構築構築構築構築））））    

 労働安全のための投資やその仕組みが不十分であったことを踏まえ、協力

会社からの改善提案を積極的に採用し、また、労働安全に関する予算制度の

見直し、定検工事の安全対策費の上乗せを実施しました。 

     さらに、設備信頼性については最新知見に基づき長期工事計画の見直しを

行っており、将来を見据えて協力会社の技術伝承費用の投資、予備品・貯蔵

品の充実も図っております。 

     これらの取組みにより、将来の安全・品質確保の観点から積極的な投資が

できるようになったものと評価しており、今後とも継続してまいります。 

 

                ｃ．ｃ．ｃ．ｃ．教育教育教育教育のののの充実充実充実充実    

（（（（No.15 No.15 No.15 No.15 ２２２２次系配管次系配管次系配管次系配管肉厚管理肉厚管理肉厚管理肉厚管理のののの重要性重要性重要性重要性にににに関関関関するするするする教育教育教育教育、、、、No.16 No.16 No.16 No.16 管理層管理層管理層管理層へのへのへのへのマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント等等等等

のののの教育教育教育教育、、、、No.17 No.17 No.17 No.17 法令法令法令法令、、、、品質保証品質保証品質保証品質保証、、、、保全指針保全指針保全指針保全指針などのなどのなどのなどの教育教育教育教育のののの充実充実充実充実））））    

今回の事故の反省や教訓を風化させることのないよう、設備に関する知識付

与を中心とした従来の教育体系を見直し、安全確保の観点から社員各層への

教育体系を充実させました。 

 これらの教育では、講義だけでなく、理解をより深めるために討論や受講

後の理解度確認を実施しており、社員各層の安全最優先の意識とともに、そ

の安全を支えるスキルのレベルも向上しつつあると評価しております。今後

とも教育システムの継続的改善を図ってまいります。 

 

                    ｄ．ｄ．ｄ．ｄ．安全最優先安全最優先安全最優先安全最優先のののの定期検査工程定期検査工程定期検査工程定期検査工程    

（（（（No.14 No.14 No.14 No.14 「「「「安全最優先安全最優先安全最優先安全最優先」」」」のののの考考考考ええええ方方方方にもとづくにもとづくにもとづくにもとづく工程策定工程策定工程策定工程策定、、、、変更変更変更変更のののの仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの整備整備整備整備））））    

        従来の設備利用率優先と誤解されるような定期検査工程の計画や運用を改

め、作業品質や労働安全の観点からできるだけ早期に協力会社と協議を行な

い、定期検査工程に反映するように改善しました。 

        このような当社の活動は協力会社からも肯定的に受け止められており、安

全最優先の考え方が浸透しつつあると評価しております。今後とも協力会社

と時間的に余裕を持った協議を行い、何よりも安全を最優先した定期検査の

計画策定・運用に努めてまいります。 

 

③③③③    安全安全安全安全のためにのためにのためにのために保守管理保守管理保守管理保守管理をををを継続的継続的継続的継続的にににに改善改善改善改善しししし、、、、協力会社協力会社協力会社協力会社とのとのとのとの協業体制協業体制協業体制協業体制をををを構築構築構築構築しししし

ますますますます    

            ａ．ａ．ａ．ａ．２２２２次系配管肉厚管理次系配管肉厚管理次系配管肉厚管理次系配管肉厚管理のののの強化強化強化強化    
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（（（（No.18 No.18 No.18 No.18 点検点検点検点検リストリストリストリストのののの整備等整備等整備等整備等のののの実施実施実施実施、、、、当社当社当社当社によるによるによるによる主体的管理主体的管理主体的管理主体的管理のののの実施実施実施実施、、、、減肉管理規格策定作減肉管理規格策定作減肉管理規格策定作減肉管理規格策定作

業業業業へのへのへのへの積極的積極的積極的積極的なななな参画参画参画参画・・・・当社当社当社当社のののの管理指針管理指針管理指針管理指針へのへのへのへの反映反映反映反映）））） 

   事故の直接的原因となった２次系配管肉厚管理については、事故後、直ちに

点検リストの整備、設備改造時の変更管理ルールの明確化、点検時期の前倒

しを行うとともに、要員も増強するなど、当社の主体的な管理体制の確立を

行いました。 

   これらの改善は、当社の責任体制を明確にしたものであるとともに、高経

年化を踏まえたものとしており、２次系配管肉厚管理を抜本的に強化・充実

できたものと評価しております。 

 

      bbbb．．．．協力会社協力会社協力会社協力会社とのとのとのとの連携強化連携強化連携強化連携強化    

（（（（No.19 No.19 No.19 No.19 保守管理方針保守管理方針保守管理方針保守管理方針のののの明確化明確化明確化明確化、、、、基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方のののの徹底徹底徹底徹底、、、、No.20 No.20 No.20 No.20 役割分担役割分担役割分担役割分担、、、、調達管理調達管理調達管理調達管理のののの

基本計画基本計画基本計画基本計画をををを策定策定策定策定、、、、実施実施実施実施、、、、社内標準社内標準社内標準社内標準へへへへ反映反映反映反映、、、、No.24 No.24 No.24 No.24 協力会社協力会社協力会社協力会社とのとのとのとの協業体制協業体制協業体制協業体制のののの構築構築構築構築ととととＰＷＲＰＷＲＰＷＲＰＷＲ

電力間電力間電力間電力間のののの協力体制協力体制協力体制協力体制のののの構築構築構築構築））））    

            当社と協力会社の役割分担を明確にし、今後の各工事の調達仕様書に明示

していくことで、確実な調達管理を行ってまいります。 

 また、協力会社との対話活動を発電所の各層で充実するとともに、他電力

や他発電所の故障・不具合情報等を協力会社と共有して保守管理に反映する

ことによって、協力会社との連携を強化しております。  

 このような活動により、協力会社と双方向のコミュニケーションがより充

実されていると評価しており、今後とも活動を継続してまいります。 

 

   ｃ．ｃ．ｃ．ｃ．業務業務業務業務ののののチェックチェックチェックチェック機能機能機能機能のののの充実充実充実充実    

（（（（No.21 No.21 No.21 No.21 業務業務業務業務ののののプロセスプロセスプロセスプロセス監査監査監査監査のののの継続実施継続実施継続実施継続実施およびおよびおよびおよび改善改善改善改善、、、、No.22 No.22 No.22 No.22 品質品質品質品質・・・・安全監査室安全監査室安全監査室安全監査室のののの若狭地若狭地若狭地若狭地

域域域域へのへのへのへの駐在駐在駐在駐在、、、、No.23 No.23 No.23 No.23 外部監査外部監査外部監査外部監査のののの実施実施実施実施））））    

                従来は本店に在籍していた経営監査室(*)員が若狭地域に駐在し、個々の業

務のプロセスにまで踏み込んだ監査や、日常業務のモニタリングを実施して

おります。 

    これにより、現場実態に即した改善提言がなされ、実効性の高い監査活動

となっているものと評価しており、今後とも活動を継続してまいります。 

また、配管刻印問題を踏まえ確実な調達管理のために、三菱重工業に対し

て特別な監査を実施し、品質保証システムの改善状況を確認しているところ

です。 

(*)平成１８年４月２６日に、「品質・安全監査室」から組織改正。 

     

④④④④    地元地元地元地元のののの皆皆皆皆さまからのさまからのさまからのさまからの信頼信頼信頼信頼のののの回復回復回復回復にににに努努努努めますめますめますめます    

ａ．ａ．ａ．ａ．地域共生地域共生地域共生地域共生    

（（（（No.25 No.25 No.25 No.25 原子力事業本部原子力事業本部原子力事業本部原子力事業本部のののの福井移転福井移転福井移転福井移転、、、、No.27 No.27 No.27 No.27 地元地元地元地元とのとのとのとのコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションのののの充実充実充実充実））））    

原子力事業本部を美浜町に移転し、福井市に地域共生本部を設置いたしま

した。 
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また、社長が地元の皆さまの声を直接伺う懇談会や、立地町での技術系社

員を交えた各戸訪問活動など対話活動を実施しております。 

これらの活動により、地元からはご理解や激励の意見も増えつつあるとと

もに、対話活動に参加した技術系社員にも地元第一の意識がより浸透してき

ております。 

今後とも、これまでのコミュニケーション活動を継続するとともに、嶺北

への広報活動が不十分との声を踏まえ、福井県内全域への活動を展開しつつ

あるところです。 

 

⑤⑤⑤⑤    安全安全安全安全へのへのへのへの取組取組取組取組みをみをみをみを客観的客観的客観的客観的にににに評価評価評価評価しししし、、、、広広広広くおくおくおくお知知知知らせしますらせしますらせしますらせします    

ａａａａ．．．．再発防止対策再発防止対策再発防止対策再発防止対策のののの周知周知周知周知・・・・広報広報広報広報    

（（（（No.29 No.29 No.29 No.29 再発防止対策再発防止対策再発防止対策再発防止対策のののの実施状況実施状況実施状況実施状況のののの周知周知周知周知・・・・広報広報広報広報））））    

再発防止対策の実施計画やその実施状況、原子力保全改革検証委員会の審

議結果等については、記者発表やホームページに加え、各戸訪問・説明会等

の対話活動、福井県下の新聞広告・テレビ・定期刊行物等を通じて、地元の

皆さまに継続してお知らせしております。 

今後とも、これらの活動を着実に継続してまいります。 

 

  ⑥⑥⑥⑥    福井県福井県福井県福井県エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー研究開発拠点化計画研究開発拠点化計画研究開発拠点化計画研究開発拠点化計画へへへへ協力協力協力協力しますしますしますします    

（（（（No,28 No,28 No,28 No,28 福井県福井県福井県福井県エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー研究開発拠点化計画研究開発拠点化計画研究開発拠点化計画研究開発拠点化計画へのへのへのへの協力協力協力協力））））    

当社は、福井県のエネルギー研究開発拠点化計画を着実かつ円滑に推進で

きるよう、計画を推進する原動力として若狭湾エネルギー研究センターに設

置された「拠点化推進組織」へ要員を派遣するとともに、「エネルギー研究開

発拠点化推進会議」に社長が委員として参画しております。 

   また、当社自らの問題として自主的に取り組むべきとの認識のもと、平成

１８年４月には、地域共生本部内にプロジェクトチームを設置して活動して

おります。 

   具体的な取組みとして､高経年化研究体制等の整備、地域の安全医療システ

ム整備、県内企業の技術者の技術向上に向けた研修の実施、県内大学におけ

る原子力・エネルギー教育体制の強化、小学校・中学校・高等学校における

原子力・エネルギー教育の充実、原子力発電所の資源を活用した新産業の創

出、企業誘致の推進等について､福井県や関係機関と連携を図りながら、対応

できるものから実施しつつあるところです。 

   今後とも、これまで以上に福井県とのコミュニケーションを十分図りながら、

事業者の立場で主体的に、できることから一つ一つ着実に取り組み、具体化

してまいります。 
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３３３３．．．．全体評価全体評価全体評価全体評価    

（（（（１１１１））））    原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会によるによるによるによる評価評価評価評価    

  原子力保全改革検証委員会は、これまで四半期ごとに計４回開催され、全ての

行動計画について順次検証してまいりました。平成１８年４月１８日に開催さ

れた第４回原子力保全改革検証委員会では、 

  ・行動計画に基づく再発防止対策は、配管刻印問題を受けた強化・充実策も含      

め、着実に実施されてきており、平成１７年度第４四半期末に、いわゆる計

画－実施－評価－改善（以下、ＰＤＣＡという）のサイクルにおいて全て評

価・改善段階に移行している 

・また、同対策は、継続的改善が自律的に進む程度の段階に至っている 

ことが確認されました。 

今後、現場第一線業務における再発防止対策の自律的取組みおよびトップマ

ネジメントが指示した重要な対策の実施状況について引き続き検証を行なって

まいります。 

 

（（（（２２２２））））外部外部外部外部からのからのからのからの評価評価評価評価    

再発防止対策の実施状況については、これまで、原子力安全・保安院による合

計４回にわたる特別な保安検査において確認がなされ、平成１８年３月２８日に

開催された国の第１１回事故調査委員会において、当社が実施してきた再発防止

対策について「経営層の実質的な意識改革や改善努力のもとに、当初の計画どお

り実施され、的確に評価がなされ、それらの結果を踏まえて更なる改善に結び付

けていく仕組みが構築されており、ＰＤＣＡの一連の活動が自律的に行われつつ

あるものと判断する」との評価をいただいております。 

  一方、地元住民の皆さまには、各戸訪問や地元地区への説明会を実施し、当社

の取組み状況をご説明しており、最近においては、ご理解と激励のお言葉が増え

てきております。 

また、協力会社の皆さまからも、全体的に当社の活動への評価は高まってきて

いると考えております。 

 

（（（（３３３３））））総合評価総合評価総合評価総合評価    

当社の再発防止対策の取組みを総合的に評価すると、以下のとおりと考えてお

ります。 

 

・監査の結果や外部の受け止め方、目標の達成状況等をもとに社長が、①経営

層の明確なコミットメント、②社内外のコミュニケーション、③再発防止対

策の継続的改善、の３つの視点を踏まえてレビューした結果、再発防止対策

は実効的に実施されている。 

・全ての対策は平成１７年度末に評価・改善段階に移行し、ＰＤＣＡが回り始

め、定着しつつある。 

・配管刻印問題やトラブル多発等の問題を踏まえて、当初計画の再発防止対策
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が強化・充実されており、成果も上がりつつある。 

 

一方で、こうした活動をより確実かつ実効的なものとしていくために強化を

図るべき重要課題も明確になっており、以下のとおり対応することを社長自らが、

指示いたしております。 

 

・人材育成方策の一層の充実 

・協力会社と当社が真のイコールパートナーとなるようコミュニケーション 

 の充実 

・地域に根ざした事業運営活動の強化、充実 

・福井県エネルギー研究開発拠点化計画に対する積極的な協力 

・再発防止対策が自己目的化しないよう実効性の観点からのレビュー 

・配管刻印問題やトラブル多発を踏まえて強化・充実した対策の確実な実施 

    

４４４４．．．．終終終終わりにわりにわりにわりに    

 当社は、これまで、再発防止対策に全社を挙げて取り組んでまいりました。以

上ご報告申し上げましたように、私どもといたしましては、安全文化再構築に

向け、確実に第一歩を踏み出したものと判断しております。今後とも社長のリ

ーダーシップのもと、引き続き、継続的改善に努めながら、再発防止対策を確

実に実施してまいります。加えまして、平成１８年度の経営計画で明確化いた

しましたとおり、ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility，安全のみなら

ず、環境やコンプライアンス等を含めた企業の社会的責任）を軸に、全社を挙

げて、組織風土にまで踏み込んだ改革を推し進め、原子力の安全をさらに確固

たるものとするための土壌をつくってまいります。 

 地元の皆さまをはじめ社会の皆さま方から再び信頼を賜ることができますよ

う、全力を尽くしてまいりますので、引き続きご指導を賜りますよう、よろしく

お願い申し上げます。 

                    －以 上－ 
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【社 外】 宮﨑 慶次 （大阪大学名誉教授）

社長宣言「安全を守る。それは私の使命、我が社の使命」に基づく基本行動方針の展開

社長（常務会）マネジメントレビュー含む

独立した立場で、対策実施状況の監視・評価
を行い、必要に応じて助言・勧告を行う。

・委員長を含め、社外委員を主体とした構成
・対策実施状況の評価結果等を公表

原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会

事務局：経営監査室＊＊
原子力保全改革検証グループ

・社長の指示に基づき、実施計画の審議、調整、
進捗状況の分析・フォロー
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発電所

企画室
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監査結果の報告

◆開催実績

・原子力保全改革委員会

４６回 （原則、週に１回開催）

・原子力保全改革検証委員会

４回
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【社 外】 黒田 勲 （日本ﾋｭｰﾏﾝﾌｧｸﾀｰ研究所 所長）

【社 外】 篠﨑 由紀子 （都市生活研究所 所長）

【社 外】 政野 澄子 （福井県女性エネの会 会長）

【社 外】 宮村 鐵夫 （中央大学教授）

【社 外】 向殿 政男 （明治大学教授）

取締役副社長 齊藤 紀彦

常務取締役 小笹 定典

常務取締役 篠丸 康夫

［社外委員敬称略］

＊＊ 平成１８年４月２６日に「品質・安全監査室」から組織改正＊＊



安全最優先の思いを、現場第一線に直接
ていなかった。

現場第一線の声が経営層に直接伝わりにくかった。

とのコミュニケーションはあったが、必ず
有意義なものではなく、現場第一線からの期
薄かった。

と現場第一線のコミュニケーションの実情

に向けた資料づくりのため業務繁忙。
現場第一線からの意見に対する回答がない。
もしくは不十分）
が実際の業務運営に反映された様が見え
。

により、必ずしも現場第一線にとって、有意義
対話活動ではなかった。

現場第一線の受け止め

前の仕事で精一杯。
経営層に熱意・本気が感じられない

ばかりで本来業務ができない。
検査等で現場が大変。現場の負担を考えてほし

えば鏡で返されるだけ。
一度対話に来たら、次回はまずその回答を示し
てほしい。

○「膝詰め対話」の実施
第１回「膝詰め対話」
・期間：平成１７年５月～７月
・回数：２６回 ・意見要望件数：２５６件

第２回「膝詰め対話」
・期間：平成１７年９月～１１月
・回数：２１回 ・意見要望件数：２７７件

第３回「膝詰め対話」
・期間：平成１８年２月～３月
・回数：１５回 ・意見要望件数：１８４件

※対話にあたっての留意点

・対話責任者が自らの言葉で対話すること。
・新たな資料は作成させず、人数も10～15名程度に抑える

ようにする。
・回答できるものは、その場で責任を持って回答。
・検討が必要なものは経営層がコミットし社内諸制度ＷＧ等

で審議し、速やかに解決するようにする。
・回答は、社内ポータルサイトに掲載し広く周知する。

○平成１８年度経営計画（H18.3.27公表）
・安全最優先およびＣＳＲを軸とした組織風土改革の推進を
経営方針の最重要課題として明確化。

○配管刻印問題を受け、社長が全社員に対して品質記録の重要性

▼経営層と現場第一線が安全最優先の価値観
しつつある。

○経営層が、安全最優先について自らの
現場第一線に伝達し、現場第一線の従業員
その思いを受け止めている。

○要員不足や人事評価等率直な意見も多

○現場第一線の声が、改善に反映されて

○膝詰め対話に対する現場第一線からの
高まってきている。

※「膝詰め対話」後のアンケート結果

・安全最優先の熱意の浸透度
（役員、事業本部幹部の本気や熱意が伝
安全最優先について感じるものがあった

第１回 第２回 第３回
89％ → 91％ → 96％

・現場第一線からのものの言いやすさ
（安心して言えた。発言をためらわなかった

第１回 第２回 第３回
81％ → 86％ → 93％

・意見に対する反映の期待度
（真剣に対応してくれそう。意見を大事

れた。）
第１回 第２回 第３回

87％ → 88％ → 94％
・膝詰め対話の有益度
（対話の機会が持てて有意義。単なる

なかった。）
第１回 第２回 第３回

93％ → 92％ → 95％

◆◆◆◆ＣＳＲＣＳＲＣＳＲＣＳＲをををを軸軸軸軸としたとしたとしたとした組織風土改革組織風土改革組織風土改革組織風土改革
（（（（平成平成平成平成18181818年度経営計画年度経営計画年度経営計画年度経営計画））））

要員

○事故前と比較して約100名増員済み。
（H17.7.25)

○暫定的な代替労働力の活用を決定
・ｱﾙﾊﾞｲﾄ（H17.5）
・派遣社員（H17.12）

○原子力部門要員の採用数増加
（H16：18名 H17：29名 H18：37名予定）
＊H19年度採用数も増加予定

購買
○２次系配管材の貯蔵品化実施済み。
・鋼管、鋼板128品目を順次貯蔵品
として保管

保全
業務

○足場を順次設置中。

対話から得られた意見と対応状況（例）

○机上業務に手を取られ、
現場になかなか出られない。

○年齢構成がいびつで
技術伝承に懸念。

○技術的業務に専念したいが、
庶務業務に手を取られている。

○庶務業務が事務課から移管
され、繁忙感がある。

○工事配管を確実に確保して
欲しい。

○労働安全の観点から高所弁に
足場が必要。

対応状況意 見

今後の課題

人事評価

○定量的な目標設定が難しい「チームへ
の貢献」等も明確に評価できるよう、
評価の見直しを行い、H18年度から
実施中。

○ベース業務に従事する人が適
切に評価されていないのでは
ないか。



に対して、労働安全の観点から改善する
不十分であった。

労働安全のための設備改善提案が、あまり採用さ
いなかった。

労働安全対策工事に関して評価点が低く、採用
されにくくなっていた）

運転員・作業員の災害防止」の評価点 １２点
点満点で通常は１９点前後が採用ボーダー

ライン）

リスク評価・改善への取組みが不十分で
。

【「労働安全対策キャンペーン」の実施】

・期間：平成１７年５月～６月
・提案件数：６６２件（協力会社および当社従業員から）
・採用件数：４６０件（実施済みのもの含む）

※３年間は、特別投資期間として積極的に採用。

※設備改善例

【労働安全のための投資の活発化】

○労働安全対策工事に関する評価点を高くし、確実に投資
されるよう改善。

※「災害防止対策」の評価点
・労働安全衛生マネジメント等で抽出されたもの ３０点
・災害防止対策として有効なもの １８点 等

▼設備や作業上のリスクを排除・低減する
継続的に進んでいる。
（原子力安全・労働安全の両輪）

○労働安全のための設備改善が積極的
てきている。

○労働安全対策に対する当社の取組み
取組み効果に対して、協力会社社員
まりつつある。

＜協力会社に対するアンケート結果＞
前回：平成１７年９月実施（約２，
今回：平成１８年３月実施（約２，

質問：労働安全対策の取組みに対する姿勢

質問：労働安全対策の取組みに対する効果

＜美浜発電所＞
・原子炉格納容器内クレー
ンの昇降用階段を設置

（改善前は垂直タラップで
昇降していた）

＜高浜発電所＞
・低圧タービン外部車室に
昇降階段を設置

（改善前は、定検毎に、縄
梯子を設置していた）

＜大飯発電所＞
・２次系配管高所サポート
点検用専用架台を設置

（改善前は、近くの架台
から身を乗り出して作
業を実施していた）

労働安全衛生マネジメントシステムの導入】

美浜発電所の試運用結果を踏まえて美浜
２３回定期検査から本格導入済。

大飯発電所も試運用展開中。

方針
発電所幹部の積極的な参画、関与。
協力会社と当社が一体となった主体的

。

内容
や作業上のリスクを排除、低減
活動を継続的に改善しながら推
、労働災害の未然防止を図る。

プラントにおける作業の安全・安心を確保するため、運転中プラント立入制限と定期検査前準備作業のあり方の検討を実施。

◆◆◆◆労働安全対策労働安全対策労働安全対策労働安全対策キャンペーンキャンペーンキャンペーンキャンペーンによるによるによるによる
改善改善改善改善のののの他発電所他発電所他発電所他発電所へのへのへのへの水平展開水平展開水平展開水平展開

◆◆◆◆労働安全衛生労働安全衛生労働安全衛生労働安全衛生マネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステム
のののの定着定着定着定着

今後の課題

※具体的なリスク排除・低減対策

◇設備のリスク低減
・補助蒸気配管偏流発生部位をステンレス配管に取替または肉厚測定
・薬品、ガス系統配管継ぎ手部への保護カバー等取付けによる飛散防止対策または
点検強化

◇作業のリスク低減（本格導入時の改善事項）

・大飯での労災事例を受け、タラップ、架台の管理状態フォロー、改善

・高浜での労災事例を受け、過去５年間の労災事例の対策を作業安全リストに反映

・協力会社と連携したリスク低減活動

作業手順のリスク評価に基づく協力会社からの設備改善提案に対して確実に実施

・労基署、安全パトロール、安全技術アドバイザー指摘事項の情報共有化と水平展開

※労働安全衛生マネジメントシステム導入を踏まえた協力会社への支援

・導入に伴う追加業務に対する定検工事費用への上乗せ

22.8

49.8

59.8

16

0% 20% 40% 60%

全体的に熱意を感じる 一部に熱意

あまり熱意を感じない 熱意は殆ど

不明

前回前回前回前回

今回今回今回今回

8

42.1

62.7

39.55.4

0% 20% 40% 60%

十分な改善効果をあげている 徐々に改善効果

改善効果は十分とはいえない 改善効果は殆

不明

前回前回前回前回

今回今回今回今回



増加や変化に対して、発電所の
の配置や組織体制が不十分であった。
の繁忙の高まりを指摘する声もあった。）

発電所保守要員】

保守要員（約４００人）はさほど減少しては
いなかったが業務量増加に伴い負担増となっていた。

の増加に伴い、現場に出向くことが困難に
なっていた。

業務量増加のイメージ

発電所保守組織】

高経年化対策等に伴う業務量の増加に対応した
保守組織強化が不十分であった。

美浜発電所は、他発電所が４課で対応している
を電気保修課、機械保修課の２課で対応し

ていた。

水平展開】

トラブルの水平展開にあたって、上位機関の指示
づく水平展開が主体で、発電所の主体的な
フォローが弱かった。

技術基準適合性審査】

技術基準適合性の審査にあたって、専門家や経験
による指導、助言が不足していた。

▼保守管理を確実に遂行できるような
配置・組織体制になってきている。

○組織改正等のフォローのヒアリング

＜原子力事業本部２９人のヒアリング（
・目先の業務が手一杯で、支援および戦略機能

いる面がある

○組織改正後に恒常業務の時間外数が
している。

（発電所保守要員の時間外数推移（美浜発電所
事 故 前 約３０時間/人月
組織改正後 約２１時間/人月

○各技術アドバイザーの設置により、
基準の厳格な審査体制が整った。

【発電所保守要員の増強】

○原子力事業本部と旧若狭支社の統合による効率化要員を原資
として、発電所に保守要員を配置した。

※発電所要員は、事故前から約１００名増強。
（うち保守要員は約７０名）

○原子力部門への新規配属者数の増加により、今後も適正配置
を行なう。

※新規配属者数
・平成１６年度 １８名
・平成１７年度 ２９名
・平成１８年度 ３７名（予定）

・平成１９年度は更に増加予定

【発電所保守組織の強化】

○高経年化対策等のための改造工事が増加することに伴い、
「電気工事グループ」「機械工事グループ」を設置。

○３ユニットの美浜発電所の組織を、４ユニットの高浜・大飯
発電所と同等に強化。

【トラブル水平展開の強化】

○発電所の主体的な水平展開の検討・フォローを強化するため
情報管理専任者を各発電所に１名ずつ配置した。

※保修課と連携し、発電所で主体的に水平展開を実施する。
※水平展開のフォローを一元的に実施する。

【技術基準適合性審査の強化】

○技術基準適合性審査の指導・助言を強化するため電気技術
アドバイザー、機械技術アドバイザーを、各発電所に各１名
ずつ配置した。

※工事の計画、実施、評価の各段階、定期事業者検査の要領書

作成等で審査にあたる。
（指導・助言例）
・直流電源装置取替工事の実施方針を審査し、耐震指針の

動向を踏まえた仕様書とすること等を指導・助言

※保守要員への法令に関する教育を実施する。

○安全技術アドバイザーとして、労働安全コンサルタントに

委託し、発電所に配置した（平成１８年４月から２名体制）。
※現場パトロール等を通じて、労働安全衛生上の改善を
指導する。

【不適合情報の共有化の仕組みの構築】

○発電所で発生する不適合等の情報を各発電所と原子力事業本
部で共有化するための仕組み（是正措置プログラム(ＣＡＰ*))

ベース業務

工事計画、設計検証、

技術基準審査、変更管

理、工程調整、現場管

理、工事結果評価など）

今後の課題

60.7%
（良い）

0.6%（かなり悪い）

10.9%（かなり良い）2.2%
（悪い）

25.6%
（変わらない）

（意見例）
・美浜で特に要員増強
が強い（作業前打
や現場での協力会社
ミュニケーション
増えた、協力会社
善提案の対応
等）

・原子力事業本部
支社に比べて
電所への指導

（意見例）
・技術アドバイザー
の配置そのものを
する。

・まだ活動

＜発電所管理職６４人へのアンケート（
・組織改正全体について

・情報管理専任者等について

47.6%
（良い）

43.4%
（変わらない）

0.1%（かなり悪い）4.6%
（悪い） 4.2%

（かなり良い）

（業務量の増加要因）

・高経年化対応の改造工事

・保全業務の高度化

・品質保証体制の構築

・溶接検査制度 など



長期工事計画を策定する仕組み】

長期工事計画を策定する具体的な要領を定め
いなかった。

事業本部の検討が主体で、メーカ、発電所を交えた
な検討の場がなかった。

社内標準に「長期工事計画を策定する」旨のみ
化。具体的な策定要領を定めていなかった。

のための投資】

労働安全のための投資が十分でなかった。

労働安全対策工事は、工事の優先順位を決める
評価点が低く採用されにくかった。

安全、環境対策工事」の評価点：１２点以下
点満点で、通常は１９点前後が採用ボーダー

協力会社からの提案も採用されにくく、採用され
競札となるため、活動が低調だった。

工事予算制度】

工事予算制度において硬直的な部分があり、
応じた対応が困難であった。

予備的予算がないため、予算編成後あるいは期中に
した案件に対応するため発電所計画工事を取り

めることがあった。

の技術伝承への投資】

協力会社作業員の世代交代期を迎えているが、
技術伝承を積極的に支援する姿勢ではなかっ

管理の充実】

【長期工事計画を策定する仕組みの整備】

○長期工事計画を策定する具体的な要領を定めた。

※メーカ、発電所を交えた検討会を設置して定期的に検討する
場を設置。

※最新知見を反映して、高経年化を見据えた長期に亘る工事計画
を策定する要領（長期工事計画作成マニュアル）を策定。

［長期工事計画の例］
・原子炉容器、蒸気発生器、加圧器のインコネル600合金
の応力腐食割れ等に対する予防保全措置の実施。

・２次系配管保守管理の前倒し実施。
（平成２１年度までの５ヵ年で約２００億円（当初計画）

を上回る予定。）

【労働安全のための投資の活発化】

○労働安全、環境改善等に必要な工事が確実に実施される
ような仕組みを整備。

（H15年度に比べて6～10倍の労働安全対策費を投資）

※労働安全対策工事に関する評価点を高くし、確実に投資され
るよう改善。

「労働安全、環境対策工事」の評価点の見直し
・労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ等で抽出されたもの：３０点

※「労働安全対策キャンペーン」（H17.5～6）により、労働安全
対策の提案を募集し、工事の積極的実施により、活動を活性化。
当面３年間（H17～H19年度）を安全対策工事の特別投資期間に
設定。

【工事予算制度の改善】

○予算制度の改善により、状況に応じた対応が確実に
できるようになった。

※発電所に事故対応等のための予備的予算枠を設定。
また、発電所内で予算を柔軟に流用する仕組みを構築。
これにより、想定外の事象が発生しても、計画工事に影響を
及ぼさず確実に実施できるようになった。

【協力会社の技術伝承への支援】

○研修・技術伝承等に要する費用として定検工事費に数％程
度上乗せし、協力会社を積極的に支援する姿勢を明確に
した。

○現場作業性、運用柔軟性向上を図るべく予備品・貯蔵品の
充実を展開中。

※作業量平準化による品質向上、若手作業員の育成・技術伝承等

への活用の選択の幅を広げる。
［予備品、貯蔵品の例］ポンプインターナル、検出器

【リスク管理の充実】

◆◆◆◆安全安全安全安全のためののためののためののための積極的積極的積極的積極的なななな投資投資投資投資のののの
フォローフォローフォローフォロー

・・・・最新知見最新知見最新知見最新知見にににに基基基基づくづくづくづく長期工事計画長期工事計画長期工事計画長期工事計画
のののの継続継続継続継続

・・・・労働安全対策労働安全対策労働安全対策労働安全対策のののの浸透浸透浸透浸透、、、、継続継続継続継続

今後の課題

▼労働安全や設備安全など短期的な観点
なく、将来の安全・品質確保の観点
積極的な投資ができるようになった

○メーカ、協力会社とともに検討を行い
積極的な長期工事計画が策定されている

○労働安全のための設備改善提案が採用
くなり、労働安全のための設備投資を
する仕組みとなっている。
（一定水準の労働安全対策費を確保）

○予算制度改善により、設備安全、労働安全
観点から必要な工事が確実に実施できるように
改善されている。

○将来の安全・品質確保の観点から技術伝承

積極的に投資されてきている。



する知識付与を中心とした教育となっ
（安全文化、マネジメント、法令、技
品質保証等に関する教育が不足）

に対する教育】
クラス）
実施していなかった。

原子力部門マネジメント層に対する教育】
原子力関連役員～発電所次長クラス）
品質保証に関する教育はあったが、原子力部門の

含めた管理層を対象としたマネジメントに
教育は十分でなかった。

品質保証教育
ISO9000トップセミナ、ISO9000審査員コース

原子力部門第一線課長層に対する教育】
発電所課長クラス）

主任クラスを対象とした新任役職者研修は
あったが、現場第一線の課長クラスを対象とした
マネジメント研修は十分でなかった。
品質保証に関する教育はあったが、法令に特化した

はなかった。
品質保証教育
ISO9000審査員コース

原子力部門実務者層に対する教育】

保修要員に対しては、従来、設備に関する教育が
であり、また、技術基準等の法令に関する教育

十分実施されていなかった。

保修業務に関する研修
各段階および各設備に応じた教育
２次系配管肉厚管理の専門研修なし）

トラブル事例周知
トラブル事例検討会、各職場での事例周知活
動（危機意識を高めることに焦点を絞ったも
のではなかった。）

法令、品質保証教育
ＩＳＯ９０００内部品質監査員養成研修
ＴＱＭ実務スタッフ研修
品質管理応用研修

▼安全文化、マネジメント、法令、技術基準、品質保証等
に関する教育の充実。
【経営層に対する教育】
（役員クラス）
○ねらい：講義と議論を通じて、安全文化に対する理解を深める。

※経営者勉強会
-第１回：H17.8.3 -第２回：H17.9.30
-第３回：H18.2.14 -第４回：H18.4.24

【原子力部門マネジメント層に対する教育】
（原子力関連役員～発電所次長クラス）
○ねらい：品質保証、安全文化、企業

倫理、組織マネジメントな
どのマネジメント能力向上
を図る。

※原子力部門 マネジメント研修
第１回：H17.6.5

（品質管理、品質保証）
第２回：H17.9.21

（JEAC-4111、安全文化）
第３回：H18.1.18

（組織マネジメント）
第４回：H18.6に計画中

（企業倫理）

【原子力部門第一線課長層に対する教育】（発電所課長クラス）
○ねらい：品質管理、コンプライアンス、マネジメントに関する能力向上を

図るとともに、原子力関係法令への理解を深める。
※第一線職場課長研修

平成１７年５月１９日から実施中。１５回実施済み。
※法令等に関する研修
（品証規程）大飯：H17.8.25、美浜：H17.9.26、

高浜：H17.10.11
（技術基準）大飯：H18.3.14、高浜：H18.3.15

美浜：H18上期実施予定

◇原子力部門実務者層に対する教育
○ねらい：配管肉厚管理、技術基準の適用などの業務遂行能力を高

めるとともに、危機意識、品質保証の原則等を付与・浸
透させる。

※保修業務研修（配管肉厚管理コース）
臨時教育：平成１６年９月～１１月
配管肉厚管理教育：H17.12.21,22（一部H18.2.10)

※危機意識を高める事例研修
第１回：平成１７年６月～９月
第２回：平成１８年１月～３月

※技術基準研修
H17.12.21,22、H18.3.14,15

※法令・保全指針類の改正時の伝達教育
技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる技術基準教育：H17.9より適宜実施
改正時の伝達教育：H18.2から開始（継続実施中）

▼設備に関する知識付与の教育に加え
ント、品質保証、技術基準など安全確保
で充実した教育となった。

▼講義だけでなく、討論や理解度確認
おり、社員各層の安全最優先を目指
アップが図られつつある。

［教育システムの改善のポイント］
※原子力部門 マネジメント研修

－各分野のトップクラスの専門家を招
へのマネジメント教育を新規設定した

－受講報告では、役員クラスにも記述式
提出を求め、理解度を把握している
（第３回研修より）

※保修業務研修（配管肉厚管理コース）
－従来の机上教育に加え

て、測定機器の校正、
肉厚測定等の実技も
追加し、より実践的な
教育とした。

※技術基準研修
－メーカや当社の専門家を講師とし、

化した教育とした。
－職能によって関連する条文が異なるため

係とそれ以外とでコース分けを実施

※危機意識を高める事例研修
－危機意識に対して更に理解を深め、

かすため、各職場内で討議を実施。

今後の課題



○協力会社と早期にコミュニケーションを図るプロセスを明確
化。
・安全最優先の考え方の徹底を理念としてメーカ、協力会社
に宣言（平成17年4月）、社内標準に明記した（平成17年9月）。

【中長期運転計画】

○一層の設備安全、労働安全を考慮して策定。
・安全、予防保全対策工事を確実に実施。
・年間を通し３発電所の定検の平準化を図る。

○安全確保のため、現場第一線、協力会社と早期にコミュニケ
ーションを図り策定。
・毎年８月頃に次年度の運転計画を協力会社に説明し、協議
を行う。

・１１月頃に発電所での検討結果を協力会社に説明し、継続
して協議を行い、運転計画を策定する。

【個別定検工程】

・定検開始６ヶ月前：協力会社と協議
・定検開始３ヶ月前：協力会社に説明

【工程の変更】

○発電所が協力会社とコミュニケーションを図りながら、変更
工程を策定する。

・現場の状況を一番良く知る発電所が、安全確保のため、
協力会社の意見を踏まえた定検工程の変更。

・工程変更のプロセスの明確化と社内標準化を実施。

設備利用率優先と誤解されるような運転計画や定検
。

中長期運転計画】

法定期限一杯の運転期間を考慮した計画を策定し

全１１基運転。
全１１基運転のため、３発電所の定検の
許容。

と十分な事前協議の場がなかった。
月頃に次年度の運転計画を協力会社に特

協議なく、策定後に通知していた。

個別定検工程】

に対する定検工程の提示も、定検開始
に過ぎず、協力会社が十分な準備をする

時間的余裕がなかった。

】

にあたっては、発電所の検討結果を
原子力事業本部が承認していた。

▼協力会社とコミュニケーションを図りながら
最優先の考え方で定検工程を計画・運用

○協力会社とコミュニケーションし、安全最優先
観点から工程に反映している。
※高浜４号機第16回定検［H17.11～H18.2
・２次系熱交換器取替工事において上下作業
避するよう工程調整

・全体工程を踏まえ原子炉容器組立の
（２直４班[実働24時間]→２直２班[実働

・工程裕度（リスク回避）の確保
（１次系では２日、２次系では１日）

・年末年始作業の調整

○定検工程策定ＷＧでの協力会社意見が
第1回（H17.4.27）
・新たに意見を出せと言っても二度手間（
るとおり）。

・きれいごとでは変わらない。等

第10回（H17.11.2）
・個別の定検計画で細かな打ち合わせが増
・現場の考え方に合った改善が見えておりありがたい

○当社の活動に対する協力会社の肯定的評価
に増加。引き続き取組み内容を理解頂
力会社の第一線の方への情報発信を継続
＜協力会社に対するアンケート結果＞
前回：平成１７年９月実施（約２，６００
今回：平成１８年３月実施（約２，２００

質問：安全最優先の定検工程の取り組みに

＜協力会社を含めた定検工程策定ＷＧの設置＞
（平成１７年４月～平成１８年３月で１３回実施）

○協力会社の意見

（中長期運転計画関係）

・夏場の定検での労働安全確保に向けた工程策定が必要。
・作業員確保のため、定検を年間で平準化して欲しい。
・特別な協議なく、定検工程計画決定後、通知されている。

（個別定検工程関係）
・定検工程計画の提示が遅いと、効率的、綿密な準備ができない。
・主要工事主体で工程を策定しており、その他の工事工程や検査工程につ

※当社の取組みに関する協力会社の第一線の方
・第１回 平成１７年９月中旬
・第２回 平成１８年１月下旬
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十分な改善効果をあげている 除々に改善効果

改善効果は十分とはいえない 改善効果は殆どあがっていない

不明

前回前回前回前回

今回今回今回今回



】

すべき箇所が点検リストから漏れたまま
な見直しをしていなかった。

リスト漏れを不適合事象として水平展開
できていなかった。

対し余裕のない点検時期となって

主要部位
余寿命２年前までに点検を実施する。

他部位
年で２５％ずつ点検していく。

（日本アーム）と当社との役割分担
であった。

次系配管肉厚管理要員が不十分であ

：当社 ３発電所で４名（非専任）
協力会社 ３発電所で３名 計７名

【点検リストの整備】

○事故後ただちに主要部位について点検リストを整備。

○原子力安全・保安院からの文書（平成１７年２月）を
受け、その他部位等を加えて点検リストを再整備。

○３年毎の点検リストのレビュー、設備変更ならびに点検
リスト漏れを不適合事象として確実に点検リストに反映
する仕組みを整備。

【点検時期の前倒し】

○主要部位、その他部位それぞれについて、肉厚管理の
運用方法を見直し。

※主要部位
・余寿命５年未満で、毎定検、点検を実施する。
（運転期間３０年のプラントは余寿命１０年未満）

・配管取替えは、原則耐食性に優れた材料とする。

※その他部位
・この先２～３回の定検で未点検部位を点検する。
（ただし、美浜３号機は今回の定検中に未点検部位を

含め点検対象箇所（６，２６８箇所）を全数点検済み。）

【当社による主体的管理体制の確立】
○点検計画から評価まで測定を除いて当社が直営で管理。

※大飯１号機第２０回定期検査（平成１７年９月～）から、
順次展開中。

○２次系配管肉厚管理要員を増加。
※要員数：３発電所で計３１名（専任）

○２次系配管肉厚管理システム（ＮＩＰＳ）を、協力会社
（日本アーム）から当社に移管。
※スケルトン図と点検管理票のリンクなど人的ミス防止の
ための改善を実施済み。

▼点検リストの整備が完了し、今後も定期的
見直しする仕組みも構築している。
（点検すべき箇所がリストから漏れないしくみ
となっている）

▼余寿命に対して余裕をもって点検するように
なっている。
（高経年化を踏まえた管理の充実が図られている

※１定検あたりの点検箇所数

▼測定を除く点検計画から評価まで当社
管理することで役割分担が明確になっている

▼十分な２次系配管肉厚管理要員を確保

※要員数

今後の課題

設備改造

配管スケルトン図、点検リスト
への反映

他プラント・他電力の水平展開
・減肉情報
・点検リスト漏れ情報

点検計画への反映

定期的なﾚﾋﾞｭｰ（３年毎）

日
本
日
本
日
本
日
本
ア
ー
ム

ア
ー
ム

ア
ー
ム

ア
ー
ム

２２２２次系配管管理指針次系配管管理指針次系配管管理指針次系配管管理指針
仕様書作成仕様書作成仕様書作成仕様書作成

肉厚測定肉厚測定肉厚測定肉厚測定のののの実施実施実施実施

・余寿命評価結 果確認
・補修計画反映

結果評価結果評価結果評価結果評価

ﾃﾃﾃﾃﾞ゙゙゙ｰﾀｰﾀｰﾀｰﾀのののの蓄積蓄積蓄積蓄積
１０年計画

管理票管理票管理票管理票

関関関関

西西西西

電電電電

力力力力
補修計画

・余寿命評価・補修提案

結果評価結果評価結果評価結果評価提案提案提案提案

定検毎の点検箇所

点検計画に反映

発発発発 注注注注

ポイントポイントポイントポイント立会立会立会立会いいいい事事事事

故故故故

前前前前

＜２次系配管肉厚管理フロー＞

事故前 再発防止対策実施後
（平成16年8月以前）

約４００箇所

約１４００
３３３３倍以上倍以上倍以上倍以上

事故前 再発防止対策実施後
（平成16年8月以前） （直営管理開始後

約約約約４４４４倍倍倍倍

事故の直接原因である２次系配管肉厚管理
ついては、抜本的に強化・充実した

３１

日本アーム ３名

当社４名（非専任）



実施方針、基本的な考え方】

の保守管理の一義的な責任は当社に
あることが明確でなかった。

（明文化されていなかった）

関する役割分担・調達管理】

保守管理に関する、当社と協力会社の役割
調達管理の方法が明確でないところ

があった。

次系配管肉厚管理にあたり、点検管理票の管理を
協力会社（日本アーム）に任せていた。

【保守管理の実施方針、基本的な考え方の明確化】

○発電所の保守管理の一義的な責任は当社にあり、保守
管理を継続的に改善することを社内標準で明確化した。

・社員に対して周知教育および伝達教育により周知すると
ともに、協力会社（元請会社）に対しても安全衛生協議
会等を活用し、説明を実施。

※「保守管理の実施方針」（平成１７年５月１６日制定）
・「安全を何よりも優先することを基本とし、安全のため

には積極的な資源の投入は勿論のこと、メーカ、協力会
社との協業を図りつつ、保守管理を継続的に改善してい
きます」

※「保守管理の基本的考え方」（平成１７年５月１７日制定）
・「安全を維持向上させるために科学的、合理的な保全方

法を選択します」
・「設備信頼性の維持向上および労働安全の確保等の観点

から、積極的に点検・設備改善を実施します」
・「原子力発電所を所有しているものとして我々が保守管

理に関して一義的な責任を有しています」 等

【保守管理に関する役割分担・調達管理の明確化】

○全工事を工事形態毎に類型化し（９分類）、当社と協力
会社の役割分担、調達管理の基本計画（｢原則｣）、
「原則」を基にした工事形態毎の「役割分担表」を策定
した。
※「原則」（平成１７年９月２７日制定）
・工事の各業務ステップ毎に当社と調達先（協力会社）の
役割分担を整理。

※「原則」および「役割分担表」のあるべき姿と現在の状況を
比較し、抽出された問題点（ギャップ）について改善策を検
討中。
［改善策の例］
・当初から計画されていた定検工事の工程調整は定検管理員
の管理対象であるが、緊急工事との調整は契約上対象外と
なっている。実態は、当事者同士が意思疎通を図ることで
対応しているが、緊急工事も工程調整の対象として調達仕
様で明確化する。

○関電－三菱技術協定ＷＧ

・三菱重工のプラントメーカとして果たすべき役割等につ
いて、長期的な視野に立ってＷＧを設置して当社と検討
中。

▼安全を最優先として保守管理の継続的改善
取り組むこと、発電所の保守管理
責任が当社にあるということが明確
いる。

▼保守管理に関する、当社と協力会社
担、調達管理に関する基本計画が
調達管理の改善ができるようになった

◆◆◆◆抽出抽出抽出抽出されたされたされたされた問題点問題点問題点問題点、、、、改善点改善点改善点改善点にににに
改善方策改善方策改善方策改善方策をををを全全全全てのてのてのての個別工事個別工事個別工事個別工事・・・・
調達仕様書等調達仕様書等調達仕様書等調達仕様書等にににに規定規定規定規定しししし、、、、確実確実確実確実
管理管理管理管理をををを実施実施実施実施
（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度～）～）～）～）
実施状況実施状況実施状況実施状況についてはについてはについてはについては、、、、定期的定期的定期的定期的
ックックックック

◆◆◆◆明確化明確化明確化明確化したしたしたした協力会社協力会社協力会社協力会社とのとのとのとの役割分担役割分担役割分担役割分担
下下下下、、、、コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションやややや情報共有情報共有情報共有情報共有

今後の課題

関西電力 協力会社

基本計画

設計・施工

評価・改善

技術情報

工程調整・

現場支援

懸案事項

平成17年度 平成18年度

▼WG設置

代表工事の業務フロー、
役割分担表及び原則作成

▼ ギャップ抽出

工事形態ごとの役割分担表及び原則を決定

スケジュール

※当社保守管理部門社員（対象者約860人
アンケート結果（H18.3）

Ｑ保守管理の実施方針、基本的考え方が
たと思いますか

96%
（思う）

3%
（思わない）

1%（無回答）



との対話活動】

関する協力会社からの提案、要望に
迅速に対応できていなかった。

協力会社の声
改善提案をしても、関電は聞きっぱなしで、一方

。
関電社員は現場に来なくなり、電話や事務所だけ
でのやり取りが多くなった。

との情報共有】

協力会社のトラブル等の水平展開の検討は、
な活動に留まっていた。

協力会社は、公開のホームページからトラブル情報
入手して検討し、当社への改善提案を行って

との情報共有】

電力会社間のトラブル水平展開の要否の検討
各電力会社毎に行っており、検討結果に

ついての情報共有が不十分であった。

【協力会社との対話活動の強化】

○発電所所次長と元請会社との懇談の実施。
○安全衛生協議会の活動、協力会社の朝礼、作業前打合せ等
を通じた、発電所課長以下と協力会社とのコミュニケーシ
ョンの強化

※提案・要望への対応
・発電所で対応できるものは、発電所で対応を検討し、発電
所で対応できない問題については、原子力事業本部で対応
する仕組みを整備。検討結果は協力会社へ通知。

［提案・要望への対応状況の例］
＜発電所での対応＞

・オフ定検中も管理区域用下着を常備してほしい。
⇒必要な下着数量を提供するよう対策済み。

＜事業本部での対応＞
・労働安全の費用をしっかりと付けてほしい。
⇒労働安全への費用を別枠で確保して積極的に投入。

【協力会社との情報共有の強化】
○定期的な情報交換の実施。

※設備の故障・不具合情報、改善状況、製造中止情報等につい
て、定期的に情報交換を行う。

○技術情報連絡会の実施。
※協力会社毎に、技術情報連絡会を実施する。
（各社とも平成１７年９月～１０月に第１回目、
平成１８年２月～３月に第２回目を実施）

［共有化情報の例］
・換気空調用モータのリード線の素線切れや端子部の緩み

によるリード線及びケーブルの焼損が想定されるため、
モータ端子部の点検方法の見直しについて改善提案があ
り、全プラントへの水平展開を検討中。

【他電力会社との情報共有の強化】
○ＰＷＲ事業者連絡会の実施

※ＰＷＲ電力会社５社、三菱重工業、三菱電機で構成。
これまでに４回実施（H17.10,H17.11,H18.1,H18.3）

［共有化情報の例］

・トラブル水平展開の検討
美浜１号機主冷却材ポンプNo.3シールの不具合事象を踏

▼協力会社の提案・要望に適切に対応
ナーシップが構築できるよう努めている

▼他発電所、他電力の水平展開について
力会社との連携が強化された。

▼各電力会社のトラブル情報を共有するなど
力間の連携が強化された。

＜協力会社に対するアンケート結果＞
前回：平成１７年９月実施（約２，６００
今回：平成１８年３月実施（約２，２００

・質問：意見・要望を聞こうとする関電の姿勢

・質問：意見・要望に対する迅速なフィードバック

◆◆◆◆協力会社協力会社協力会社協力会社とのとのとのとの対話活動対話活動対話活動対話活動のののの継続継続継続継続

今後の課題

故障・不具合情報 製造中止情報保守情報

当 社 メーカ、協力会社（３３社）

保修計画に反映

水平展開要否検討
同種事象発生可能性、
点検計画への反映検討

設備設計改善情報

情報提供

情報提供
＜当社の取組みに関する協力会社の第一線の

実施＞
・第１回 平成１７年９月中旬
・第２回 平成１８年１月下旬

10.010.010.010.0

12.912.912.912.9

41.741.741.741.7

48.148.148.148.1

36.436.436.436.4

30.130.130.130.1

0%0%0%0% 20%20%20%20% 40%40%40%40% 60%60%60%60%

前回前回前回前回

今回今回今回今回

そうそうそうそう思思思思うううう まあそうまあそうまあそうまあそう思思思思うううう あまりそうあまりそうあまりそうあまりそう思思思思わないわないわないわない そうそうそうそう思思思思わないわないわないわない
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9.69.69.69.6
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前回前回前回前回

今回今回今回今回
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や品質保証体制の整備状況に
が置かれていた。

個別業務の手順やプロセスまで踏み込んで
いなかった。）

内容】

社内標準や品質保証体制の整備状況に関する監査が
となっていた。

視点】

社内標準の規定状況
品質保証体制の仕組みの整備状況
社内標準に基づく実施状況 等

体制】

在籍し、監査の都度、発電所に出向いていた。

モニタリング活動については、原子力部門
内部監査の確認が主となっていた。

１８年４月２６日に「経営監査室」へ組織改正

○業務のプロセス監査
【監査の内容】

・個別業務のプロセスに着目したベース業務監査へのシフト。

【監査の視点】

・計画された手順で業務が実施されているか
・計画された手順が有効かつ効率的か
・管理対象が多く、抜けはないか
・不適切な技術判断がなされていないか 等

○三菱重工業に対する特別な監査

・配管刻印問題を受け確実な調達管理のため、三菱重工業の再発
防止対策の実施状況について特別な監査を実施。
（本社：H17.12.27）
（高砂製作所：H18.1.19、20、H18.2.22、H18.3.17）
（神戸造船所：H18.3.16）

○経営監査室＊の若狭地域への駐在
【監査の体制】

・第一線職場により密着して監査活動やモニタリング活動を実施
するため、監査員を増強し、若狭地域に駐在。

・原子力事業本部、発電所の業務状況をモニタリング。
・監査結果の水平展開
・保安検査、定期安全管理審査のフォロー
・原子力部門の内部監査の評価 等

＊ 平成１８年４月２６日に「品質・安全監査室」から組織改正

○配管刻印対応
原子力事業本部の不適合管理、是正措置について若狭駐在の経営
監査室員がモニタリングを開始済み。（H18.1）

○外部監査
【外部監査の実施概要】

▼業務のプロセス監査・モニタリングを
しており、現場に即した実効ある改善提言
している。

・平成１７年度は計１６件の定検工事を対象

［改善提言の例］
・不必要と思われるチェックシ－トの
経験豊富な者に対する受入研修省略
ル－ル見直し検討。

・工事仕様書で要求した書類の提出状況
な確認。

○「美浜３号機主復水配管修繕工事における
な取り扱い（以下、配管刻印問題）」
三菱重工業に対する特別な監査については
き実施。

▼外部監査については、指摘事項はなく
が適切に取り組んでいることが確認された
コメントについては、改善活動に反映

◆◆◆◆業務業務業務業務ののののプロセスプロセスプロセスプロセス監査監査監査監査・・・・モニタリングモニタリングモニタリングモニタリング

今後の課題

・安全監査室＊

原子力監査グループ 計９名（本店）

経営監査室＊

原子力監査グループ 計１３名

原子力事業本部駐在 ４名

美浜発電所駐在 ３名

高浜発電所駐在 ３名

大飯発電所駐在 ３名

第1四半期 第2四半期

１次系大型モータ点検工事業務
現地計器定検業務

燃料取出・装荷業務
１次系機器供用期間中工事業務
水質監視装置定検工事業務
１次系支持構造物点検工事業務
２次系一般弁定検工事
制御棒駆動装置定検工事業務
１次系制御弁定検工事業務

スケジュール
監査項目

電動弁定検業務

原子炉特性調査工事業務

２次系配管肉厚管理業務

非常用ディーゼル定検工事業務

野外モニタ定検工事業務

炉外核計装定検工事業務

原子炉格納容器定検業務



▼立地地域により軸足を移した事業運営
組織になった

○原子力事業本部が直接発電所の運営状況
支援する体制となった。ただし、発電所支援
り方について検討の上、更なる改善を
ある。

○地域とのコミュニケーションについては
トップが地元の皆さまと会合を持つ等
に活発に実施している。

○原子力事業本部 地域共生本部の組織改正
「エネルギー研究開発拠点化プロジェクトチー
ム」を新設（平成18年4月3日）。

○福井県全域とした広報活動の展開
・「越前若狭のふれあい」を全県に配布

原子力事業本部と若狭支社、発電所】
不十分な発電所支援）

、若狭支社、原子力事業本部の３層
であったため、原子力事業本部による

現場第一線の状況把握および支援が不十分
であった。

原子力事業本部の軸足】 （大阪）

原子力事業本部が大阪に位置していたため、
発電所立地地域である福井県に軸足を置いた
事業運営が不十分であった。

経営層が３名勤務）

安全監査室＊＊】（大阪に所在）

安全監査室＊が大阪に位置していた
現場に密着した監査、モニタリング

不十分であった。

１８年４月２６日に「経営監査室」へ組織改正

【原子力事業本部と若狭支社、発電所】
（原子力事業本部と若狭支社の統合、

事業本部による発電所支援強化）

○発電所、原子力事業本部の２層構造とし、事業本部が直
接、発電所の状況を把握し支援する組織に再編した。

・特に、高経年化対策および大型工事計画について発電所に

対する支援を強化するため、原子力事業本部に「高経年対
策グループ」「工事センター」を設置。

・膝詰め対話等から出された現場第一線の問題点について、
社内諸制度ＷＧにて、解決する仕組みを構築。
※社内諸制度ＷＧ実施状況

第１回：H17. 6.13 第２回：H17. 8.29
第３回：H17.11.16 第４回：H18. 1.19
第５回：H18. 3.29

【原子力事業本部の軸足】（福井移転）
○発電所立地地域に事業運営の軸足を置くため、原子力事業本
部を福井に移転した。（H17.7.25）
・事業本部長（副社長）を始めとする経営層（８名）が
福井で勤務。

・大阪から180名（事故後に先行して発電所に異動した要員
20名含む）が福井に移転。

・旧若狭支社コミュニケーションＧと福井事務所を一体化し、
地域共生本部（福井市）を設置。

○地域共生本部に広報専任者４名を追加配置。（H17.12.1）

【経営監査室】（若狭駐在）
○現場に密着した監査、モニタリングを実施するため、原子力
事業本部および各発電所に経営監査室員を配置した。

※原子力事業本部：４名 各発電所：各３名（常駐）

◆◆◆◆福井県全域福井県全域福井県全域福井県全域へのへのへのへの広報活動展開広報活動展開広報活動展開広報活動展開
地元地元地元地元にににに軸足軸足軸足軸足をををを置置置置いたいたいたいた事業運営事業運営事業運営事業運営
充実充実充実充実

今後の課題

美浜発電所

原子力事業本部

若狭支社

約200名

約230名

約1,310名

＊要員数は平成１６年７月３１日現在

大飯発電所

高浜発電所 美浜発電所

約330名

約1,420名

＊要員数は平成１７年７月２５日時点

約100名
増加

原子燃料
サイクル室
40名

大飯発電所

原子力事業本部
（約290名）

地域共生本部
（約40名）

経営監査室＊＊（若狭駐在）
13名

（大阪）
（大阪） （福井）

＊ 大阪から福井に180名が移転

＊＊ 平成１８年４月２６日に「品質・安全監査室」から組織改正 [意見例]
・美浜で特
実感が強

・原子力事業本部
狭支社に
め発電所
でない。

＜発電所管理職（64人）に対するアンケート
Ｑ組織改正全体について （

47.6%
（良い）

43.4%
（変わらない）

0.1%（かなり悪い）4.6%
（悪い）

4.2%
（かなり良い）

＜原子力事業本部管理（29人）のヒアリング
目先の業務が手一杯で、支援および戦略機能
している面がある。



々とは、従来から活発なコミュニケー
活動を実施してきたが、不十分であった。

々と経営層との直接対話】

経営層が、地元の方々と直にコミュニ
ケーションをとる機会がなく、地元の声を経

十分活かせていなかった。

とした不安など、具体性のない地元の声は
まで届けていなかった。

コミュニケーショングループが行う対話活動だけ
の方々には満足していただいていると思っ
。

技術系社員の地元の方々との対話活動への参加】

方々には発電所の実態が伝わりにくい。
またその一方で、第一線で働く技術系社員に

の不安感が伝わりにくく、両者の意識
があった。

の安全上問題のないトラブルでも、地元の
心配されていた。

との対話はコミュニケーショングループの
であり、それ以外の社員、特に技術系社員に

とっては関係のない仕事との認識であった。

々のご意見の有効活用】

したご意見に対しては、これまでも確実
をしていたが、一元的に管理する仕組

みがなく、発電所運営に十分に活かしきれて
いなかった。

さまの目線にたったＰＡができていなかった

地元対話活動の方法を見直し、充実を図った。

【地元の方々と経営層との直接対話】

○当社の社長、役員が発電所立地町に赴き、地元の方々と
直接対話活動を実施。

※地元の方々と経営層との直接対話
・美浜町 平成１７年８月９日
・高浜町 平成１８年１月５日（町への新年のご挨拶時に懇談）
・大飯町 平成１８年１月５日（町への新年のご挨拶時に懇談）

【技術系社員の地元の方々との対話活動への参加】

○原子力事業本部、発電所等の技術系社員による各戸
訪問活動、地元説明会等への参加。

※技術系社員の各種説明会への参加
・３１０回中 １２９回に参加（Ｈ18.2末）

※技術系社員の各戸訪問への参加
・美浜町（全戸） 平成１６年１１月、平成１７年９月・１２月
・高浜町（地元区）平成１７年１０月、平成１８年１月
・大飯町（地元区）平成１７年１０月・１２月

【地元の方々のご意見の有効活用】

○地域共生会議及び対話情報共有責任者の設置

・コミュニケーション活動でいただいたご意見を一元的に
管理する仕組みを構築し、確実に管理する。

【最近の取組み】

・地元区をはじめ関係各所に対し、再発防止対策の実施状況
について説明を実施中。

▼地元の方々の声を発電所運営及び経営
基盤ができた。

○社長、役員の直接対話により、地元の
コミュニケーションが、徐々に充実したものに
なりつつある。
（地元の方々の声）
・「社長が広く町民の声を聞くのはよいこと

も継続を願う。」
・「技術系社員が住民の意見を聞くのはよいことだ
・「このように足を運んできてもらい

見える」

○社員に地元第一の意識が浸透している
＜対話活動(平成17年12月美浜町内全戸訪問

参加した技術系社員への
意識を変える必要がある ７８
意識を変える必要はない* ２２
（*従来より地元第一で考えている）

（意見例）
・「これまでも十分配慮していたが、

地元を意識して業務にあたりたい
・「地元の方から応援されていると感

きた。もっと地域に近い存在でなければいけな
いと思う」

・「地域の人々の考え方を肌で感じることは
価値がある」

○地域共生会議及び対話情報共有責任者
より、社内の情報共有とご意見への対応
れつつある。
（いただいたご意見の活用例）
・「社長宣言」のシール作成
・美浜町内への社宅・寮の建築計画を

（参考）各戸訪問時のご意見の内容では、叱責
減り、激励やねぎらいの声が増えつつある
（美浜町各戸訪問時の激励やねぎらいの

◆◆◆◆地元地元地元地元のののの方方方方々々々々とのとのとのとのコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーション

今後の課題

約96％約92％

H17.9H16.11～12



今後の課題

▼地元地元地元地元のごのごのごのご意見等意見等意見等意見等をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、必要必要必要必要にににに応応応応じてじてじてじて
りつつりつつりつつりつつ広報活動広報活動広報活動広報活動をををを実施実施実施実施するするするする仕組仕組仕組仕組みがみがみがみが確立確立確立確立

○当社に対する「批判」の声が減少し、「
や「原子力の安全運営継続に対する要望
し、事故前のご意見内容に変化している

○Ｗeb調査によると、再発防止対策への
率は63％。再発防止対策のＣＭ認知率
Ｍ訴求メッセージ伝達率は84％と高い
一定の評価をいただいている。

○一方、「地元の皆さまから原子力事業本部
に移転し、何が変わったのかよく見えない
ご意見もいただいている。

にこのように改善したということを伝えてほし

協力会社末端までしっかり指導して、事故を起こさな
ないように。（他６件）

とのコミュニケーションがとれていないの
ではないか（他１件）

「「「「若狭若狭若狭若狭のふれあいのふれあいのふれあいのふれあい」」」」読者読者読者読者ごごごご意見意見意見意見　　　　内容別推移内容別推移内容別推移内容別推移
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そのそのそのその

「若狭のふれあい」アンケートはがき集計結果「若狭のふれあい」アンケートはがき集計結果

■調査対象： 福井県在住１０代～５０代以上の男女
■調査方法： Ｗebによるアンケート調査
■調査時期： 平成１８年３月３１日（金）～４月１日（土）
■回収数 ： ３００名（嶺北２４５名、嶺南５５名） （※嶺北、嶺南の住民数の

Ｗeb調査結果Ｗeb調査結果

テレビＣＭ」
からの提案編”

H17/8/28
「若狭のふれあい］

◆再発防止の取組みをより詳細に紹介する新聞広告を新規実施
（H18/1）

◆再発防止の取組みをより広くお伝えするため｢若狭のふれあい｣
の配布を嶺南（6.6万部）から県内全域（32.6万部）に拡大（H18/2～）

◆協力会社社員とのコミュニケーションツールとして、定期的に
電気新聞タブロイド版を作成し協力会社全社員約5,000人に
配布（H18/1～）

説明会説明会説明会説明会、、、、モニターアンケートモニターアンケートモニターアンケートモニターアンケート、、、、はがきはがきはがきはがき等等等等のごのごのごのご意見等意見等意見等意見等をををを都度分析都度分析都度分析都度分析しししし、、、、広報活動計画広報活動計画広報活動計画広報活動計画にににに反映反映反映反映しししし、、、、改善改善改善改善をををを図図図図るるるる仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを確立確立確立確立。。。。

新聞広告「地元のコミュニケーョン」編についての嶺北モニターアンケート (H17/10)＞

＜出典:美浜町各戸訪問（H17/9）＞

対象 概要 時期

全域

改革委員会・検証委員会の設置、再発防止対策の

実施計画・実施状況、検証委員会の審議結果等を
公表。

都度

ケーブルテレビ 【６回通常放映】【２回特別番組放映】 H17/4/16～

テレビ番組 【２回放映】　３０分の特別番組 H18/2/18,21

新聞広告１５段 【７回出稿】 H17/8/9～

新聞広告７段 【２回出稿】 H18/1/14,15

新聞広告記事体 【１回出稿】 H18/3/12

電気新聞タブロイド版 関西＆協力会社 【３回配布】　協力会社全社員に配布 H18/1/20,2/20,3/20

 定期刊行物「若狭のふれあい」 【６回発刊】　H18／2～県内全域に配布。 H17/4～隔月

新聞折込誌「fu」への広告 【６回出稿】 H17/5～隔月

対

話
各戸訪問,説明会など 【都度実施】 都度

主な広報媒体

プレス発表
ホームページ

新

聞

テレビＣＭテ

レ
ビ

H17/10/1～

【７本放映】

　①「地元とのコミュニケーション編」
　②「二次系配管肉厚管理編」

　③「ＴＢＭ編」（ﾂｰﾙ･ﾎﾞｯｸｽ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ）

　④「協力会社からの提案編」
　⑤「教育の充実編」

　⑥「安全パトロール編」

　⑦「技術アドバイザー編」

刊

行

物

福井県

福井県

原子力保全改革委員会原子力保全改革委員会原子力保全改革委員会原子力保全改革委員会・・・・原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会原子力保全改革検証委員会のののの設置設置設置設置、、、、検証委員会検証委員会検証委員会検証委員会のののの審議結果審議結果審議結果審議結果、、、、再発防止対策再発防止対策再発防止対策再発防止対策のののの実施計画実施計画実施計画実施計画・・・・実施状況等実施状況等実施状況等実施状況等
、、、、プレスプレスプレスプレス発表発表発表発表、、、、ホームページホームページホームページホームページ、、、、定期刊行物定期刊行物定期刊行物定期刊行物、、、、ケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビケーブルテレビ、、、、テレビテレビテレビテレビＣＭ、ＣＭ、ＣＭ、ＣＭ、新聞広告新聞広告新聞広告新聞広告、、、、対話活動等対話活動等対話活動等対話活動等をををを通通通通じてじてじてじて、、、、

地元地元地元地元のののの皆皆皆皆さまにさまにさまにさまに継続継続継続継続しておしておしておしてお知知知知らせしているらせしているらせしているらせしている。。。。

■Ｈ１７年度 主な広報活動実績■

具体的意見 広報活動の改善事例

5.1%5.1%5.1%5.1%

58.1%58.1%58.1%58.1%

26.6%26.6%26.6%26.6%

10.2%10.2%10.2%10.2%

取組みの内容までよく知っている
取組んでいることは知っている
聞いたことはあるが、ほとんど知らない
全く知らない

【【【【再発防止対策取組再発防止対策取組再発防止対策取組再発防止対策取組みのみのみのみの認知率認知率認知率認知率】】】】
関西電力が再発防止対策に

取組んでいることをご存知ですか。

17.7%17.7%17.7%17.7%

54.8%54.8%54.8%54.8%

27.5%27.5%27.5%27.5%

見たことがる
見たことがあるような気がする
見たことがない

【【【【ＣＭＣＭＣＭＣＭ全体認知率全体認知率全体認知率全体認知率】】】】
再発防止対策の取組みを描いた

関西電力のＣＭを見たことが
ありますか。

【【【【ＣＭＣＭＣＭＣＭ
このテレビ
発電所運営

ことが

６３６３６３６３％％％％ ８２８２８２８２％％％％

※訴求
ＣＭ



エネルギー研究開発拠点化計画への協力】

との共存・共栄の観点から、福井県エネ
研究開発拠点化構想を具体的なものと

福井県エネルギー研究開発拠点化計画策定委員会」
が委員として出席し、計画策定に参画。
（H16.5.19、H17.1.29、H17.3.26）

エネルギー研究開発拠点化推進会議」への

回会議(H17.11.10）において、委員（社長）が
取組みを示し、「拠点化推進方針」の策定に

エネルギー研究開発拠点化推進組織」への
要員派遣

エネルギー研究センターに設置された「拠点化
推進組織」に4名を派遣。

○主な事業への取組み
※高経年化対策

・原子力事業本部に「高経年対策グループ」を設置（H17.7）
・原子力安全システム研究所（ＩＮＳＳ）に高経年化研究セン
ターを設置。（H17.7）

・原子力安全システム研究所や「福井県における高経年化調査
研究会」での研究成果も踏まえ、高経年化研究を行う施設を
整備する方向で取り組み中。

※地域の安全医療システム整備
・緊急時における医療機関への患者搬送体制の整備に向け、
各発電所に１台ずつ公設救急車と同等の高規格救急車の配備、
患者を寝姿勢で搬送することが可能なヘリコプター２機の
確保、大阪･八尾空港への配備について手配済み。

・医学生等を対象にした奨学金等による人材育成支援制度の
導入に向け制度設計中。

・嶺南地域での熱傷や被ばくおよび平時の治療にも対処できる
高度な医療施設の整備に向け、施設の設置場所や機能等具体
的な計画の作成に着手。

※県内企業の技術者の技術向上に向けた技術研修の実施
・技術研修カリキュラムの作成、原子力保修訓練センター
および講師の提供。

・技術研修の皮切りとなるトップセミナーにおいて「原子力発
電所関連業務の現状について」プレゼンテーション実施。

（敦賀：7/25、福井7/29）

※県内大学における原子力・エネルギー教育体制の強化
・福井大学に原子力安全システム研究所から講師等を派遣。

（H17,18年度：客員教授1名、客員助教授1名、講師1名）

※小・中・高等学校における原子力・エネルギー教育の充実
・副教材用小冊子の作成・配布。（Ｈ17年度：中学校80校に
9,200部配布）

・出前教室等の企画・実施（Ｈ17年度実績：19回、1,229名）
・当社ＰＲ施設「若狭たかはまエルどらんど」での小中学生を
対象にした「エネルギーと環境教室」の開設。

※国等による海外研修生の受入れ促進
・経産省「原子力発電所安全管理等国際研修事業」の一環とし
て、中国から大飯発電所、原子力保修訓練センターへ５名受
入れ。（H17.9）

・原産会議主催研修事業として、ベトナムから大飯発電所へ６名
（H17.9）、高浜発電所へ６名受入れ（H18.4）

※原子力発電所の資源を活用した新産業の創出
・原子力発電所の資源（温排水等）を活かした産業分野への新規
事業展開の促進に向けた取り組みを実施中。

※企業誘致の推進

▼エネルギー研究開発拠点化計画が着実
に推進できるよう、積極的な取組みを
いる。

○「拠点化推進方針」に基づき福井県
図りながら、対応できるものから
る。

○事業者として主体的、積極的に推進
ため、社内の推進体制を再整備。

・原子力事業本部 地域共生本部の組織改正
「エネルギー研究開発拠点化プロジェクトチーム
を新規設置（平成18年4月3日）。

・４名→新たに配置した専任の地域共生本部
副本部長以下、９名体制

○福井県からは、拠点化計画を推進
が整ったことに「一定の評価」をしていた
だいた。

◆◆◆◆福井県福井県福井県福井県とのとのとのとの連携連携連携連携のもとのもとのもとのもと、、、、事業者事業者事業者事業者
てててて主体的主体的主体的主体的、、、、積極的積極的積極的積極的にににに実施実施実施実施

◆◆◆◆これまでこれまでこれまでこれまで以上以上以上以上にににに福井県福井県福井県福井県とのとのとのとのコミュニコミュニコミュニコミュニ
ケーションケーションケーションケーションにににに留意留意留意留意

今後の課題

安心の確保
高経年化研究体制

安全医療システムの整備
がん治療を中心としたがんの研究治療施設の整備

研究開発機能の強化
高速増殖炉研究開発センター
原子炉廃止措置研究開発センター（仮称）

エネルギー研究センターの新たな役割
中京圏を含めた県内外の大学や研究機関との連携促進

育成・交流
の技術者の技能向上に向けた技術研修の実施
における原子力・エネルギー教育体制の強化
高等学校における原子力・エネルギー教育の充実

国際原子力情報・研修センター
による海外研修生の受入れ促進

国際会議等の誘致

エネルギー研究開発拠点化計画エネルギー研究開発拠点化計画
（16項目）

本部長

（地域共生本部の新体制）

副本部長

副本部長
（拠点化担当）

地域共生グループ
チーフマネジャー

技術運営グループ
チーフマネジャー

広報担当部長

エネルギー
プロジェクトチーム
チーフマネジャー



再発防止対策の実施状況を客観的かつ総合的に評価いただくため、独立性、第三者性を確保した委員会を設置

有識者から７名の社外委員（分野：法律、原子力、品質管理、地元、消費者、労働安全）と３名の社内委員

再発防止対策の実施状況を定期的に監視・評価し、必要に応じ勧告するとともに、実施結果については社会の
公表（当社ホームページにて）

、四半期に１回開催

平 成 １ ８ 年 度 の 検 証 内 容

◆◆◆◆再発防止対策再発防止対策再発防止対策再発防止対策のののの自律的取組状況自律的取組状況自律的取組状況自律的取組状況のののの検証検証検証検証

◆◆◆◆トップマネジメントトップマネジメントトップマネジメントトップマネジメントによりによりによりにより指示指示指示指示したしたしたした重要重要重要重要なななな対策対策対策対策
状況状況状況状況のののの検証検証検証検証

前回委員会で出た意見の対応状況について了承を得た上で、行動計画全体
実施結果について検証すると共に以下の重点検証テーマについて

《重点検証テーマ》
「教育の充実」、「保守管理の継続的改善」、「監査の充実
「地域との共生」、「再発防止対策を確認し評価する仕組みの

《審議結果》
○検証委員会は、平成17年6月に第1回の会議を開催して以来、これまで
ごとに、独立した立場で、関西電力の行動計画に基づく膝詰め
とする再発防止対策の実施状況の検証を行ってきたが、平成17
期末において、配管刻印問題を受けた強化・充実策も含め、再発防止対策
計画に基づき着実に実施され、いわゆる計画-実施-評価-改善
のサイクルにおいて全ての対策が評価・改善段階に移行していることを
した。

○今回重点的に検証を行なった「保守管理の継続的改善」や「教育
さらには「再発防止対策を確認し、評価する仕組みの構築」等
計画に基づき着実に対策を実施すると共に、評価から抽出された
に改善に結び付けている。
また、その他の個別対策についても同様に評価から課題を抽出
改善に結び付けており、個別対策全体としては計画通りＰＤＣＡ
自律的に改善を行っている。

○行動計画全体の評価も、トップ自らが行なうマネジメントレビュー
確実に実施されている。さらには外部の意見から抽出した課題
善に取り組むこととしている。このように関西電力はトップ主導
にＰＤＣＡを回して行動計画の実践に取り組んでいることから
策は継続的改善が自律的に進む程度の段階に至っていると評価

○しかし安全文化の構築は一朝一夕にできるものではなく、これら
みが持続的に行われていく必要がある。ついては今後、現場第一線業務
ける再発防止対策の自律的取り組みを検証すると共に、トップマネジメント
の指示した重要な対策の実施状況について引き続き検証を行っていくことと
する。

再発防止対策全体に係る実施計画の策定状況および
の全体の実施結果について検証すると共に

重点検証テーマについて検証。

テーマ》
次系配管肉厚管理システムの充実」

経営計画における安全最優先の明確化と浸透」

》
美浜発電所３号機事故の再発防止対策は、着実に展

されている。しかしながら、各対策の実施状
については、これから対策の内容を固める計画段階

現場第一線への展開を始めた対策もあり、
実施状況を注意深く監視、検証していく必要が

前回委員会で出た意見の対応状況について了承を得
２四半期の全体の実施結果について検証す

以下の重点検証テーマについて検証。

テーマ》
労働安全活動の充実」
メーカ、協力会社との協業」

とのコミュニケーションの充実」

》
四半期においては、全ての再発防止対策が計画

実施段階に入っている。また、２次系配管肉
システムの充実等、第１四半期に監査した対策

、着実にＰＤＣＡを回し実施されている。
労働安全衛生マネジメントシステムの導入、地元・

とのコミュニケーションを重点検証対象と
についても、計画通りに進捗し改善を加え
みが進められている。

美浜発電所にて開催し、検証委員会に先立ち２次系
配管、労働安全への取組状況の現場視察を実施。また、
検証委員会には美浜町長をお招きし地元を代表してご
挨拶頂いた。
検証委員会では、前回委員会で出た意見への当社対

応状況について了承を得た上で、第３四半期の全体の
実施結果について検証すると共に以下の重点検証テー
マについて検証。

《重点検証テーマ》
「安全の確保を基本とした工程の策定」
「発電所保守管理体制の増強等・原子力事業本部
の福井移転」

「積極的な資金の投入」

《審議結果》
行動計画に基づく再発防止対策は、10月から全て実

施段階に移行、12月断面では発電所への個別対策の展
開など、対策前の問題点の改善が行なわれ、着実に実
施されている。
事故の直接原因である2次系配管管理への取り組みは、

点検リストの整備や漏れない仕組みの構築、さらには
管理体制の強化などの充実策が定期点検工事に反映さ
れて確実に実施されている。
今回、重点的に検証を行なった保守管理体制の増強

や安全確保を基本とした工程の策定など安全のための
資源の投入に関する取り組みは、原子力事業本部が基
本計画を策定し、発電所がこれを具体的業務に展開、
これに基づき業務を確実に実施しており、さらなる改
善に向けてＰＤＣＡが回されている。
労働安全の充実、地元とのコミュニケーションの充

実など検証委員会の提示した意見については順次対策
に反映し実施に移されており、さらなる改善に向けＰ
ＤＣＡが回されつつある。
しかしながら、行動計画全体の評価や、刻印問題な

どを受け、現在実施されつつある強化充実策の実施状

平成１７年度第１四半期～第３四半期の検証状況

○平成１８年度第１四半期検証委員会検証テーマ

第３回検証委員会（平成18年1月24日）

回検証委員会（平成17年10月7日）

回検証委員会(平成17年6月17日）
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（ホームページ掲載）        

 

 

第４回「原子力保全改革検証委員会」の開催について 

  

当社は、美浜発電所３号機事故を踏まえた再発防止に係る具体的方策の

実施について、社外の見識も含めた独立的な立場からその有効性を検証し、

継続的な改善に支えられた安全の確保をより確実なものとすることを目的

として、「原子力保全改革検証委員会」を設けております。 

 

 原子力保全改革検証委員会は、平成 17 年 4 月に設置後、四半期ごとに行動計

画に基づく再発防止対策の実施状況の検証を行ってまいりました。各回の委員

会では、重点的に検証するテーマを定め、順次検証するとともに、再発防止対

策全体についても実施状況の検証を行い、審議結果を取りまとめています。ま

た、委員会で各委員から出された意見については、次回の委員会で意見に対す

る対応状況を委員会に報告し、了解を得ることとしています。 

 

第 4 回検証委員会では、これまで未検証であった「教育の充実」や「計

画、実施、評価等の保守管理を継続的に改善」等の対策について検証を行

うとともに、刻印問題を受けた強化充実策を含め、個別対策の検証が一巡

することや当社自らの全体評価を終えていることから行動計画全体の評価

についても検証を行いました。その結果についてお知らせいたします。 

 

Ⅰ 日 時 平成 18 年 4 月 18 日（火） 13 時 30 分～16 時 50 分 

Ⅱ 場 所 関西電力株式会社 本店 

Ⅲ 出席者（敬称略） 

 （委員長） 大森 政輔 （弁護士） 

   （副委員長）宮﨑 慶次 （大阪大学名誉教授） 

   （委 員） 黒田 勲  （日本ヒューマンファクター研究所 所長） 

         篠﨑 由紀子（都市生活研究所 所長） 

         政野 澄子 （福井県女性エネの会 会長） 

         宮村 鐵夫 （中央大学教授） 

         向殿 政男 （明治大学教授） 

         齊藤 紀彦 （関西電力(株)取締役副社長） 

         小笹 定典 （関西電力(株)常務取締役） 

         篠丸 康夫 （関西電力(株)常務取締役） 

   

参考１５ 
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Ⅳ 冒頭挨拶 

 

［大森委員長挨拶骨子］ 

・本委員会もすでに 3 回の会議を経て、前回までの委員会で、事故の直接原因

である２次系配管管理への取り組みが確実に実施され、技術基準不適合の是

正処置が完了しているとともに、個別対策の展開等で、対策前の問題点の改

善が着実に実施されていることを確認している。 

・残る問題は、再発防止対策の継続的な改善への取り組みによる地元信頼の回

復、再構築である。 

・本日は、まず個別には未検証の対策について、重点的に検証を行なうと共に、

関西電力自らも全体評価として、２度にわたりマネジメント・レビューを行

ったことを踏まえ、継続的改善に向けての行動計画全体の評価についても審

議をしてまいりたい。 

・なお、３月２２日には、大飯発電所の廃棄物処理建屋において火災が発生し

ている。本件についても本日、会社から説明を受けた上で、委員から忌憚の

ないご意見をいただきたい。 

 

Ⅴ 議事概要 

 

 １．第３回検証委員会で頂いた意見に対する対応状況について 

 第３回検証委員会で委員の方から頂いた意見に対する対応状況につい

て、報告・審議し、了承。 

 

 ２．再発防止対策の実施状況の検証について 

（１）平成１７年度の実施状況 

原子力保全改革委員会事務局から、平成１７年度の全体の実施状況につ

いて、報告・審議。 

  

   ＜審議結果＞ 

○検証委員会は、平成17年6月に第1回の会議を開催して以来、これまで

四半期ごとに、独立した立場で、関西電力の行動計画に基づく膝詰め

対話をはじめとする再発防止対策の実施状況の検証を行ってきたが、

平成17年度第4四半期末において、配管刻印問題を受けた強化・充実

策も含め、再発防止対策が計画に基づき着実に実施され、いわゆる計

画－実施－評価－改善（ＰＤＣＡ）のサイクルにおいて全ての対策が

評価・改善段階に移行していることを確認した。 

○今回重点的に検証を行なった「保守管理の継続的改善」や「教育の充

実」、さらには「再発防止対策を確認し、評価する仕組みの構築」等
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の取り組みは、計画に基づき着実に対策を実施すると共に、評価から

抽出された課題を確実に改善に結び付けている。 

また、その他の個別対策についても同様に評価から課題を抽出し、必

要な改善に結び付けており、個別対策全体としては計画通りＰＤＣＡ

を一巡させ、自律的に改善を行っている。 

○行動計画全体の評価も、トップ自らが行なうマネジメントレビューを

通じて確実に実施されている。さらには外部の意見から抽出した課題

も踏まえ、改善に取り組むこととしている。このように関西電力はト

ップ主導のもと着実にＰＤＣＡを回して行動計画の実践に取り組ん

でいることから、再発防止対策は継続的改善が自律的に進む程度の段

階に至っていると評価する。 

○しかし安全文化の構築は一朝一夕にできるものではなく、これら一連

の取り組みが持続的に行われていく必要がある。ついては今後、現場

第一線業務における再発防止対策の自律的取り組みを検証すると共

に、トップマネジメントの指示した重要な対策の実施状況について引

き続き検証を行っていくこととする。 

 

   ＜意見＞ 

・トラブルを起こさず安全に運転を継続することが第一であるが、トラ

ブルが発生した時には、リスクアセスメントの手法等も活用して地元

の理解が得られるように速やかに説明することが重要である。  

（黒田委員、向殿委員） 

・今後、美浜発電所３号機の運転を再開することになった場合、検証委

員会での検証結果等、運転再開に至るまでの経緯をきちんと地元に周

知広報するようにしてほしい。また、運転を再開して、すぐに何かト

ラブルが起こるといったことのないよう、運転再開にあたっての点検

は慎重を期してほしい。（政野委員） 

・この４月に労働安全衛生法が大きく変わったので労働安全衛生マネジ

メントシステムにも反映させる必要がある。（黒田委員） 

・労働安全衛生マネジメントシステム等から得られる情報、特にハット

ヒヤリ等の情報は、上手に活用すること。電力間の情報交換が有効だ

が、情報過多では消化不良となるので、ベテランによる上手な整理も

肝要である。（宮﨑副委員長） 

 

（２）第４四半期の検証テーマの実施状況と監査結果 

 a.教育の充実 

 原子力保全改革委員会事務局から、「教育の充実」の取り組み状況に

ついて、また品質・安全監査室から、同取り組みの監査結果について、
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報告・審議。  

 

   ＜審議結果＞ 

○再発防止対策に係る教育の充実については、事故原因の要因の除去に

つながる教育項目・内容を抽出するプロセスを明確にして教育計画を

策定している。これを個別の教育計画に展開し、これに基づき、計画・

実施・評価・改善が確実に行われている。 

○一方、教育受講者が計画数に満たない場合もあったが、それらについ

ては必要な対策が講じられている。 

○また、業務部門から基本教育計画の変更の依頼がある場合あるいは教

育結果に関する意見で計画に反映する必要がある場合には期中にお

いて発生した場合でも直ちに検討し、計画の改善につなげている。さ

らに年度を通しての教育結果についても全体の評価を行い、次の教育

の改善につなげている。 

 

   ＜意見＞ 

・個々の教育のＰＤＣＡを回しているのはよいことであるが、教育計画

の前提として、現場の悩みを現場と共有していることが大切。教育受

講後のレポート等を分析して、共通の悩みが浮き上がってくれば、業

務の見直しや次の教育計画にフィードバックしていくようなことに

努めてほしい。さらに外部環境の変化を踏まえた人材育成のあり方に

ついては、原子力事業本部内のみでなく、本店大としても積極的にコ

ミットメントしていくことを期待したい。（宮村委員） 

・安全を築くのは「人」であるので、安全文化の構築のためにはきちん

と教育を位置づけることが必要である。また、経営者倫理が重要であ

り、それが下まで伝わって全体の倫理が出来上がることを認識して倫

理教育を行う必要がある。（向殿委員） 

・大学の理系においては技術者倫理の問題に取り組むことは必須になっ

てきている。原子力学会でも倫理規定が定められている。企業におい

てもそうした問題をこれまでにも増して、自ずから取り上げるように

することが重要である。（宮﨑副委員長） 

・新入社員の時から関西電力の安全文化を自分たちが担うという教育が、

非常に大切である。（篠﨑委員） 

・危機意識を高める事例研修結果を業務に活かして行く際には、例えば

業務プロセスにおける作業ステップで万一問題が生じればどういう

結果につながっていくのかということまで考えて、要領書等を進化さ

せていくことも大切である。（宮村委員） 
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b.計画、実施、評価等の保守管理を継続的に改善 

 原子力保全改革委員会事務局から、「計画、実施、評価等の保守管理

を継続的に改善」の取り組み状況について、品質・安全監査室から、同

取り組みの監査結果について報告・審議。 

 

   ＜審議結果＞ 

○『保守管理方針の明確化、基本的な考え方の徹底』については、計画

に基づき、保守管理方針を明確化し、その行動規範となる基本的考え

方を社内標準に明記し、保守管理関係者に確実に周知している。 

○また、事業本部は、保守管理方針に対応した保守管理目標、活動計画

をルールに基づき適切に策定し、発電所の目標に展開するとともに、

目標達成のための活動計画につなげている。 

○これらの活動状況は、ルールに基づき定期的に品質保証会議等で評価

され、必要な改善を活動へ反映させる等、目標の達成に向けた取り組

みが着実に実施されている。 

○また、全体の保守管理目標等の達成状況は、マネジメントレビューに

おいて経営トップにより評価され、次年度のさらなる改善につなげて

いる。 

○調達管理については、計画に基づき品質保証等の観点から検討し、役

割分担の『原則』の策定を行っている。 

○さらに、『役割分担案』の信頼性を上げるため、発電所での検討対象

工事を充実、追加し、業務実態とのギャップを補足し、改善に結び付

けている他、メーカ、協力会社とのコミュニケーションも確保し、抽

出された課題を改善し、Ｈ１８年度からの展開に結び付けている。 

 

   ＜意見＞ 

・保守管理方針等の組織全体への浸透に際しては、社員の階層・属性に

より把握しておくべき背景情報の内容が異なるということをよく理

解・留意して、浸透方法について工夫してほしい。（宮村委員） 

 

 c.監査の充実 

 原子力保全改革委員会事務局から、「監査の充実」の取り組み状況に

ついて、品質・安全監査室から、同取り組みの監査結果（＊）について、

報告・審議。 

（＊）本取り組みの活動主体である品質・安全監査室の原子力監査グル

ープに対し、同室の原子力保全改革検証グループが監査を実施。 

  

   ＜審議結果＞ 
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○「ベース業務に係るプロセス監査の実施」、「品質・安全監査室の若狭

地域への駐在」、さらには「外部監査の導入」といった「監査の充実」

の取り組みについては、ねらいを明確にして、計画を策定し、着実に

実施している。 

○その中で、外部監査の結果報告の際、より優れた運用を期待して提起

された改善要望については着実に対応が図られている。また、外部監

査自体の評価を適切に行う等、「監査の充実」の各々の取り組みは、

適切に評価のうえ、必要な改善策を講じている。 

○さらに、「監査の充実」に係るこれらの実施状況と、「監査の充実」の

取り組みにより充実が図られた監査に基づく監査結果は、マネジメン

トレビューに報告され、評価のうえ、必要な改善に結び付けられてい

る。 

 

 d.地域との共生 

 原子力保全改革委員会事務局から、「地域との共生」の取り組み状況

について、品質・安全監査室から、同取り組みの監査結果について、報

告・審議。 

  

   ＜審議結果＞ 

○「地域との共生」の取り組みについては、地域共生本部は、福井県「エ

ネルギー研究開発拠点化計画」に基づき、取り組み内容やスケジュー

ルを明確化した方針を策定し、これに基づき、高経年化対策等の取り

組みを着実に実施している。 

○また、取り組み体制について評価を行ない、地域とのコミュニケーシ

ョンをさらに強化し、取り組みを推進していく観点から、体制の強化

を図るという改善を加えながら取り組みを進めている。 

 

＜意見＞ 

・地域共生に関し、地元の悩みを聞いて、共有化し、一緒になって具体

的な対策につなげていくことが大切。また、このような地元とともに

悩み、解決していくといった取り組みをお知らせしていくことで、リ

スクコミュニケーションも高まり、地元の安心につながるのではない

か。（宮村委員） 

・福井県の小中高校におけるエネルギー教育をさらに充実するように、

関西電力も地域と一体となって取り組んでほしい。（政野委員） 

 

e.再発防止対策を確認し、評価する仕組みの構築 

 原子力保全改革委員会事務局から、「再発防止対策を確認し、評価す
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る仕組みの構築」の取り組み状況について、品質・安全監査室から、同

取り組みの監査結果について、報告・審議。 

  

   ＜審議結果＞ 

○再発防止対策を確認し、評価する仕組みについては、原子力保全改革

委員会、原子力保全改革検証委員会を設置するとともに、地域共生・

広報室等が再発防止対策の取り組みをお知らせする仕組みを構築し

ている。 

○この仕組みに基づき、原子力保全改革委員会、原子力保全改革検証委

員会、地域共生・広報室等は、刻印問題に起因する再発防止対策の実

施計画の強化、充実を行い、その評価・お知らせを行う等、再発防止

対策を推進・評価し、お知らせする取り組みを着実に実施している。 

○また、これらの仕組み全体の評価を行なうとともに、お知らせの活動

については、福井県全域に拡充した広報活動を地元の目線に立って行

なうという、さらなる改善の方針を決定している。 

 

＜意見＞ 

・県民の意識を定量的に把握する上で、信頼性の高い調査方法を検討し

ていく必要があるのではないか。（篠﨑委員） 

・福井県全域で配布することになった広報誌で、大飯発電所の火災に関

して中間報告の形でお知らせしたり、広報誌を県民の意見も取り入れ

ながら編集していくことで、関西電力の取り組みに対する県民の理解

もより深まるのではないか。（政野委員） 

・ＣＭや広報誌では、社員の個人名を出してメッセージを発していくこ

とで、社員一人一人が責任をもって業務に取り組んでいるさまがより

実感をもって訴求できるのではないかと思う。（篠﨑委員） 

 

 ３．平成１８年度の検証委員会の検証テーマについて 

品質・安全監査室から平成１８年度の検証の基本的考え方、平成１８年度

第１四半期の検証テーマ、検証の視点について提案・審議。 

 

  ＜審議結果＞ 

 平成１８年度第１四半期の検証テーマ、検証の視点については、次のと

おりとすることで了承。 
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検証テーマ 視  点 

労働安全活動 労働安全衛生マネジメントシステムの試行結果を評

価・改善し、本格実施につなげているか。 

定検工事における再発

防止対策の実施状況 

行動計画の個別対策が現場第一線で自律的に実現され

ているか。 

 

＜意見＞ 

・高経年化対策について、原子力学会等でロードマップを作成しており、それ

らに基づき着実に推進する必要がある。そうした中で関西電力がリーダシッ

プをとることを期待する。（黒田委員） 

・安全を守るのもコミュニケーションをとるのも「人」であるので、平成１８

年度検証テーマについては、「人」も切り口のひとつに加えたほうがよいの

ではないか。（篠﨑委員） 

 

４．その他報告事項 

原子力事業本部から大飯発電所３，４号機廃棄物処理建屋での火災について

報告。 

＜意見＞ 

・大飯発電所の火災については、協力会社の関係を含め、火災の再発防止策を

しっかりしてほしい。（政野委員） 

                              以  上                             
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